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随時監査、平成２０年各会計定例監査、平成１９年度決算審査（各会計歳入
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第１ 報 告 の 概 要 
 

各監査・審査の結果に基づき知事等が講じた措置について、表１のとおり、執行機関から通知

があった。今回、通知を受けた件数は２３５件で、講じられた措置の内訳は、表２のとおりであ

る。残る１２３件の監査結果については、執行部所において改善の取組途上、又は改善策を検討

中となっている。 

 

（表１）講じた措置の件数 

  区     分 監査実施期間 結果内訳
措置対象

A
措置済 

B 
今回措置 

C 
改善中
A-(B+C)

指 摘 ９７ － ７８ １９
意見・要望 ３０ － ２２ ８

平成２０年 行政監査 
（庁舎の管理（安全対策と環
境対策を中心として）） 

平成20.9.24 
～平成21.2.4 

計 １２７ － １００ ２７
指 摘 ３５ － ３４ １
意見・要望 ３ － ３ ０平成２０年 工事監査 平成20.1.18 

～平成21.1.14
計 ３８ － ３７ １
指 摘 ６５ － ３３ ３２
意見・要望 ９ － ３ ６

平成２０年 
財政援助団体等監査 

平成20.9.17 
～平成21.1.21

計 ７４ － ３６ ３８
指 摘 ２ － ２ ０
意見・要望 － － ０ ０平成２０年 随時監査 平成20.11.12 

～平成20.12.18 
計 ２ － ２ ０
指 摘 １０３ ６１ ２２ ２０
意見・要望 ７ ２ ２ ３

平成２０年 
各会計定例監査 
（平成１９年度執行分） 

平成20.1.17 
～平成20.9.5

計 １１０ ６３ ２４ ２３
指 摘 ２０ １３ ５ ２
意見・要望 １ ０ ０ １

平成１９年度 
 決算審査 
（各会計歳入歳出） 

平成20.7.17 
～平成20.9.5

計 ２１ １３ ５ ３
指 摘 ３６ ２２ ８ ６
意見・要望 ４ ０ ０ ４

平成１９年 行政監査 
（指定管理者制度による公
の施設の管理について） 

平成19.9.26 
～平成20.1.31

計 ４０ ２２ ８ １０
指 摘 １ １ ― ―
意見・要望 １１ ８ ２ １

平成１９年 行政監査 
（公共交通機関の整備・運営
について） 

平成19.9.18 
～平成20.1.31

計 １２ ９ ２ １
指 摘 ３８ ３８ ― ―
意見・要望 ３ ２ ０ １平成１９年工事監査 平成19.1.18 

～平成20.1.23
計 ４１ ４０ ０ １
指 摘 ４９ ４５ ３ １
意見・要望 ８ ６ ２ ０

平成１９年 
 財政援助団体等監査 

平成19.8.27 
～平成20.1.23

計 ５７ ５１ ５ １
指 摘 １１４ １０３ ７ ４
意見・要望 ７ ６ ０ １

平成１９年 
各会計定例監査 
（平成１８年度執行分） 

平成19.1.16 
～平成19.9.5

計 １２１ １０９ ７ ５
指 摘 ９ ７ ２ ０
意見・要望 １ ０ １ ０

平成１８年度 
 決算審査 
（公営企業各会計） 

平成19.6.1 
～平成19.9.3

計 １０ ７ ３ ０
指 摘 ３３ ２２ ２ ９
意見・要望 － － － －

平成１８年 行政監査 
（病院における収入管理に
ついて） 

平成18.9.6 
～平成19.1.17

計 ３３ ２２ ２ ９
指 摘 ２６ ２４ １ １
意見・要望 ８ ６ ０ ２

平成１８年 行政監査 
（都の土地及び建物の管理
について） 

平成18.9.5 
～平成19.1.17

計 ３４ ３０ １ ３
指 摘 ５７ ５６ １ ０
意見・要望 ４ ４ － －

平成１８年 
各会計定例監査 
（平成１７年度執行分） 

平成18.1.12 
～平成18.9.8

計 ６１ ６０ １ ０
指 摘 ３３ ３２ １ ０
意見・要望 ８ ７ １ ０

平成１７年 
 財政援助団体等監査 

平成17.9.7 
～平成18.2.1

計 ４１ ３９ ２ ０
指 摘 １１ １０ ０ １
意見・要望 － － － －

平成１６年度 
 決算審査 
（公営企業各会計） 

平成17.6.3 
～平成17.9.7

計 １１ １０ ０ １
指 摘 ７２９ ４３４ １９９ ９６
意見・要望 １０４ ４１ ３６ ２７合          計 
計 ８３３ ４７５ ２３５ １２３

（注）件数については、一つの指摘が複数の局（団体）にある場合、局（団体）ごとに件数を数えている。 
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（表２）措置の内訳 

区   分 事          例 件 数 

法律・条例等に従い、安全管

理対策や環境対策を講じた

もの 

・薬品やＰＣＢ廃棄物等を鍵のかかる棚や箱に保管

した。 

・避難通路及び避難口を適切に確保した。 

・東京都グリーン購入ガイドに従い、電化製品等を

購入している。 

５７件

規定、基準等に即した適正な

事務の執行、財産管理等に改

めたもの 

・特命随意契約を競争契約に改めた。 

・過大に交付した補助金を返還させた。 

・財産の使用許可を適切に行った。 

・過大な契約金額を減額是正した。 

８５件

会議、研修等において、関係

者に周知徹底を図ったもの 

・設計時の適正な積算。 

・産業廃棄物処理に係る適正な手続・処理。 
３０件

新たな基準の作成など、より

適切な事務手続に改めたも

の 

・仕様の統一と単価、積算方法の共通化を行った。 

・月々の使用電力に見合った契約電力に変更した。 

・単価契約工事の範囲を具体的に定めた。 

２７件

指 

 

 

 

摘 

小  計 １９９件

事務のより一層の改善を図

ったもの 

・電気事業者の選定方法を改善した。 

・積算システムの改定を行った。 
８件

安全対策・環境対策の増進に

努めたもの 

・什器、備品類の転倒防止、落下防止措置を講じた。 

・アイドリング・ストップの周知を図った。 

・再資源の利用をさらに周知、促進させた。 

２５件

効率的な資金運用に努めた

もの 

・利回りの高い商品で運用することにした。 

・協定を改正し、運用対象を拡大した。 
３件

意 

見 

・ 

要 

望 

小  計 ３６件

合    計 ２３５件

 

 また、平成２０年各会計定例監査において、重点監査事項として「特命随意契約」について監査を

実施した結果、競争性、透明性を確保するため、特命随意契約を見直すよう指摘等を行ったものが

１８件あった。このうち、競争による契約等を実施し、これまでに改善が図られたものは１５件（８

３％）である。 
 なお、主な事例をあげると、以下のとおりである。 
・スポーツ施設予約センターの特命随意契約の見直しを行うべきもの（経済効果：１，６４５万余

円） 
・島しょ農林水産総合センターにおけるネットワークシステムの運用に係る保守委託の契約方法を

見直すなど適正に事務を行うべきもの（経済効果：１２３万余円） 
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第２ 報 告 の 内 容 

 

〔平成２０年行政監査（庁舎の管理（安全対策と環境対策を中心として）に

ついて）〕 

 

（１）庁舎の安全対策について 

 

事 項 什器･備品類の転倒･落下防止対策を検討すべきもの 

監査結果の

要約 

各事業所においては、事業所防災計画に基づき、地震による災害を防止し、職員そ

の他の生命及び身体の安全並びに都の所有に属する財産及び物品の保全を図ること

としている。 

 ところで、各庁舎内に設置されている什器、備品類に対する固定･補強等の状況に

ついて見たところ、表３のとおり、書庫、更衣箱、テレビ等に対して地震発生時の転

倒･落下等を防止するための措置を十分に講じていない事業所が多数認められた。 

 各局は、早急に各庁舎の状況を点検のうえ、有効な固定･補強を行うなど、地震が

発生した場合の庁舎内における什器･備品類の転倒･落下等の防止対策を検討された

い。 

 

（表３）什器・備品類の転倒・落下防止措置が不十分な事業所及び講じた措置の概要 

局 名 庁 舎 名 講じた措置の概要 

総務局 第一本庁舎 
北展望室及び南展望室のパンフレッ

トを置く書庫を、直接壁面に固定した。

中央都税事務所 

執務室の書庫を地震止めにより、そ

の他の箇所の書庫及びテレビ等も、固

定・補強した。 

大田都税事務所 

什器・備品について、設置場所及び

転倒可能性等を確認・点検の上、必要

な措置を講じた。 

主税局 

立川都税事務所（立川合同庁舎） 什器類を、点検の上、金具で留めた。

計量検定所 
職員の執務室に設置されている什器

等について、固定金具を取り付けた。 

生活文化スポーツ局 

東京ウィメンズプラザ 
スチール製書棚等を、ポール式転倒

防止器具で壁面に固定した。 

都市整備局 

第一区画整理事務所 

再開発事務所 

多摩建築指導事務所（立川合同庁舎）

書庫・ロッカー等の什器を、転倒防

止金具で固定した。 

築地市場 
事務室の什器を、Ｌ字金具等で壁に

固定した。 

中央卸売市場 

大田市場 

事務室の什器・備品類の下に、転倒

防止用マットを設置した。 
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局 名 庁 舎 名 講じた措置の概要 

港湾局 

東京港建設事務所（港南庁舎） 

東京港管理事務所（港南庁舎、日の

出庁舎、辰巳庁舎） 

調布飛行場管理事務所 

執務室内ロッカー、給湯室の茶たん

す等について、転倒防止器具の取付を

行った。 

東京消防庁 

八王子消防署 

立川都民防災教育センター 

本部庁舎 

消防防災資料センター 

速やかに転倒・落下防止措置を実施

した。 

都庁前駅 

施設内の転倒防止措置状況を再確認

し、不備と思われる箇所について転倒

防止のための固定等を行った。 

渋谷自動車営業所 

江戸川自動車営業所 

什器、備品類について、地震発生時

の転倒・落下等を防止するための措置

を講じた。 

交通局 

志村車両検修場 

什器･備品類の転倒･落下防止の危険

性を点検の上、必要な転倒・落下防止

の措置を講じた。 

有明水再生センター 
什器類を壁に固着するなどの措置を

講じた。 
下水道局 

流域下水道本部 

多摩川上流水再生センター 

什器類の固定や連結などの転倒防止

策を実施した。 

農芸高等学校 

西高等学校 

立川ろう学校 

羽村特別支援学校 

転倒防止措置を行った。 

中央図書館 
改修工事終了後（平成２１年１月）、

転倒防止措置を講じた。 

教育庁 

多摩教育センター 
庁舎内の配置変更後、転倒防止措置

を講じた。 

警視庁 府中運転免許試験場 
自動販売機の脚部に、転倒防止板を

取り付けた。 
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事 項 不良箇所を適切に改善すべきもの 

監査結果の

要約 

各庁舎における、平成１９年度及び平成２０年度の消防設備点検に係る結果報告書

について見たところ、表４のとおり、改善すべき事項について、点検業務の受託者か

ら、繰り返し指摘等を受けているにもかかわらず、各所では、監査日現在においても、

改善に向けた対応が行われておらず、点検業務委託の成果が活用されていない。 

 各局は、点検結果報告に基づき、消防設備の不良箇所を適切に改善されたい。 

 

（表４）消防設備の不良箇所を改善していない事例及び講じた措置の概要 

局 名 庁舎名 内 容 講じた措置の概要 

都市整備局 再開発事務所 
消火器の交換 

非常電源の部品交換 

消火器の交換及び非常電源の

部品交換を行った。 

産業労働局 
東京障害者職業

能力開発校 
防火・排煙設備の不良箇所 

７箇所について、閉鎖障害が認

められたため、修繕を行った。 

都庁前駅 
スプリンクラー設備及び防

火・排煙設備の不良箇所 

修理を完了した。 

交通局 

志村車両検修場 

製造から１０年以上経過し

た消火器は更新が望ましい

が、製造から１９年が経過し

た消火器が使用されている。 

製造から１０年以上経過した

消火器は、平成２１年２月末にす

べて交換した。 

教育庁 農芸高等学校 
消火器ホース金具破損 

誘導灯・標識部品紛失 

消防設備等の不良箇所につい

て、修繕等の対応を完了した。 
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事 項 消防設備を適正に管理すべきもの 

監査結果の

要約 

各庁舎における、消防設備の管理状況について見たところ、表５のとおり、不適正

な事例が認められた。 

各局は、消防設備を適正に管理されたい。 

 

（表５）消防設備の不適切な事例及び講じた措置の概要 

局 名 庁舎名 内 容 講じた措置の概要 

主税局 
立川都税

事務所 

庁舎南側にある作業場に設置さ

れた消火器は、平成１４年以降、

保守点検が行われていない。 

平成２１年度契約から、消防設備点

検委託の対象範囲に含め管理していく

ようにした。 

都市整備局 

多摩建築

指導事務

所 

倉庫内の消防設備は、平成７年

以降、保守点検が行われていない。

消火器は買い替え、火災報知機は平

成２０年１２月に動作確認し、正常で

あることを確認した。 

環境局 
多摩環境

事務所 

検査室内の消防設備は、平成４

年以降、保守点検が行われていな

い。 

消防設備保守点検委託契約を、平成

２０年１２月１２日に締結し、平成２

１年１月１３日に設備の保守点検を実

施した。 

病院経営本

部 
大塚病院 

・ 地下駐車場に配置されている

消火器は、設置図面上の位置と実

際の設置場所が異なっている。 

・ 地下駐車場内の倉庫について

は、保管している物品が障害とな

り、消火器の設置場所が確認でき

ない。 

・ 消火器１本が所在不明となっ

ている。 

・ 消火器の再確認を行い、実際の設

置場所の設置図面を作成した。 

・ 倉庫については、消火器の設置場

所が分るように整理整頓し、倉庫の扉

に消火器設置場所の案内板を設置し

た。 

・ 所在不明の消火器は、付近で発見

し、新設置図面上の位置に設置した。

東京障害

者職業能

力開発校 

１階正面玄関左側防火戸前に不

用となった立看板を置いているた

め、防火戸が機能していない。 

速やかに、立看板を正規の設置箇所

へ移動した。 

産業労働局 
城南職業

能力開発

センター 

教室の工事に伴って、移動した

消火器５本について２回の保守点

検が行われていない。 

それにもかかわらず、当該消火

器の点検委託料を支払っている。 

消火器５本については、再点検を実

施した。 

また、委託契約の履行に当たっては、

検査員及び担当者等による完了確認を

徹底することとした。 

交通局 
木場車両

検修場 

６階、７階に設置されている避

難器具（緩降機）は、平成１１年

以降、点検が行われていない。 

当該避難器具の点検を完了した。 

教育庁 
羽村特別

支援学校 

消火栓の前に車椅子４台、椅子

１台、段ボール等が山積みに置か

れている。 

消火栓前の物品を撤去した。 
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事 項 避難通路及び避難口を適切に確保すべきもの 

監査結果の

要約 

火災等の災害発生時の安全で円滑な避難のためには、障害物のない避難通路･避難

口の確保が不可欠である。 

 各庁舎における、避難通路等の状況について見たところ、表６のとおり、不適切な

状況が多数認められた。 

各局は、避難通路及び避難口を適切に確保されたい。 

 

（表６）避難通路及び避難口が適切に確保されていない事例及び講じた措置の概要 

局名 庁舎名 内 容 講じた措置の概要 

総務局 公文書館 

・ ６階講堂奥の避難通路に、長ソファ

ーが配置されているため、通路の幅員が

確保されていない。また、屋内消火栓前

に、地図等の大型図面ケースが山積みさ

れている。 

・ 消火器の設置数、設置場所が、配置

図と相違していることを防火管理者が

把握していない。 

・ 避難通路前のソファー及び屋

内消火栓前の図面ケースを撤去し

た。 

・ 消火器の設置数及び設置場所

については、配置図どおり設置し、

防火管理者が適切に把握すること

とした。 

中央都税

事務所 

・ 各階通路部分にパーテーションを固

定し、避難経路が見通せない。 

・ １階避難口のドアは内側から開ける

ことができず、また、その外側は自転車

置場となっている。 

・ ２～５階は、パーテーション

の一部を撤去して避難通路が見通

せるよう改善し、１階及び６階に

ついては完全に撤去した。 

・ １階避難口ドアは開閉できる

よう整備し、外側自転車置場は廃

止し避難口を確保した。 

主税局 

立川都税

事務所 

２Ｆ会議室奥の避難通路に物品を保

管している。 

避難通路から物品を撤去し、避

難通路及び避難口を確保した。 

第一区画

整理事務

所 

２階南側の避難階段に通じる避難口は

表示板が死角となり見えない。また、避

難口前に、テーブル等が置いてあるため、

避難の障害となっている。 
都市整

備局 
多摩建築

指導事務

所 

倉庫の通路は、法定の幅員を確保して

いないところがある。 

倉庫の避難通路である１階階段の前

に、避難の障害となる物品が雑然と置か

れている。 

什器の移動、障害物の撤去を行

った。 

建設局 
第五建設

事務所 

２階廊下に衝立が置かれており、災害

発生時には避難口を塞ぐ危険がある。 

衝立を撤去し、避難経路及び避

難口を適切に確保した。 

東京消

防庁 

消防防災

資料セン

ター 

・ 非常進入用ベランダ３か所に設置さ

れた赤色灯が全て消えていた。 

・ ３～８階の非常進入口としている窓

は、法定の幅を満たしていない。 

・ 赤色灯は、速やかに電球を交

換した。 

・ ３～８階の法定の幅を満たし

ていない窓については、非常用進

入口の表示を速やかに撤去した。 

都庁前駅 
避難経路に指定されている通路部分

は、法定の通路幅が確保されていない。

通路部分のロッカーを他の場所

へ移動し、避難通路を確保した。 

交通局 
大島総合

庁舎 

庁舎５階北側の非常進入口兼非常口

前に転倒防止策を施していないロッカ

ーが設置されている。 

 

転倒防止のための器具を設置

し、避難口を確保した。 
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局名 庁舎名 内 容 講じた措置の概要 

教育庁 
多摩教育

センター 

２階レストランフロアーにて 

・ 食器棚が設置されていること、厨房

の扉が通路側に常時開いていることか

ら、避難通路は法定の幅員が確保されて

いない。 

・ 防火戸の前にレストランの物品が置

かれているため、閉鎖できない。 

レストラン業者に対し、厨房の扉

は必要の都度、開閉するよう指導す

るとともに、防火戸前の物品を撤去

させ、避難通路及び避難口を確保し

た。 

 

 

警視庁 

府中運転

免許試験

場 

避難経路として指定している場所に

パーテーションを設置し、物置として使

用している。 

避難通路に設置していたパーテ

ーションについては、撤去した。 

議会局 
都議会議

事堂 

・ ２階議会図書館の荷物ロッカーに転

倒防止措置がされておらず、転倒した場

合には、避難通路を遮断してしまう状況

となっている。 

・ １階北側の議員食堂の入口付近にガ

ラス張のサンプルケースが置かれてい

るが、転倒防止やガラスの飛散防止対策

がされていないため、避難通路の安全性

が確保されていない。 

・ 荷物ロッカーは、転倒防止器

具により壁面に固定した。 

・ サンプルケースは、議会レス

トラン運営事業者に指導して、耐

震マットを敷設し、固定させると

ともに、ガラスの全面にガラス飛

散防止フィルムを貼らせた。 
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事 項 薬品等を適切に管理すべきもの 

監査結果の

要約 

事業所が取り扱う薬品等については、濃度や保管量等に応じて、管理方法等に関す

る法令の規制の対象とならないものがある。しかしながら、薬品等の有毒性、引火や

接触による危険性から、当然、適切な管理が求められる。 

そこで、各局の事業所における薬品等の管理状況について見たところ、表７のとお

り、不適切な状況が認められた。 

各局は、庁舎内の点検を行うとともに、薬品等を適切に管理されたい。 

 

（表７）薬品等が適切に管理されていない事例及び講じた措置の概要 

局 名 庁舎名 内 容 講じた措置の概要 

総務局 竹芝庁舎 

・ ２か所の現像室に不用とな

った現像液、薬品、廃液等が多

数放置されている。 

・ ごみ集積所に、蓋が開いた

状態で薬品入りの段ボール箱

を置いている。 

現像室やごみの集積所に放置されてい

た現像液、薬品等を撤去・搬出した。 

財務局 
都議会議

事堂 

地下１階機械室で、「苛性ソ

ーダ」と表示されたポリタンク

を適切な保管庫に入れていな

い。 

建物管理受託者に指示し、同機械室内に

転倒防止対策を講じた鍵のかかる保管庫

に保管させた。       

また、当該保管庫には「医薬外劇物」の

表示を行った。 

大田都税

事務所 

ドライエリアに使用予定の

ないバッテリー等や、内容物不

明のドラム缶が２本放置され

ている。 

内容物不明のドラム缶は、廃棄の契約を

行い、搬出した。また、バッテリーについ

ては、施錠できる場所に保管した。 
主税局 

立川都税

事務所 

ポンプ室内部に、管理者不明

の灯油等が放置されている。 

灯油は、環境局が使用するストーブ用の

ものだったが、現在は既に使い切った。 

生活文

化スポ

ーツ局 

計量検定

所 

空調機械室外ドライエリア

倉庫にある「フロン」と表示さ

れた缶は、錆が生じ劣化してい

る状況で看過されている。 

産業廃棄物処分委託契約により、廃棄処

分をした。 

福祉保

健局 

東村山老

人ホーム 

不用となった自動車用バッ

テリー８個が、駐車スペースに

放置されている。 

構内にある鍵のかかる倉庫で保管する

よう改めた。 

病院経

営本部 
大塚病院 

「水酸化ナトリウム」の入っ

たポリタンクが、屋上に２個放

置されている。 

水酸化ナトリウムの廃棄処分を特別管

理産業廃棄物処分業許可業者に委託し、処

分した。 

産業労

働局 

中央・城

北職業能

力開発セ

ンター板

橋校 

「クロム酸」を含有する溶液

（リチウムブロマイド）の入っ

たポリタンク容器８個が屋上

機械室に放置されている。 

産業廃棄物として毒物・劇物の処理業者

による廃棄を行った。 

中央卸

売市場 
食肉市場 

水処理センター脇の屋外の

資材置場に、アセチレンガスボ

ンベ、内容物不明の一斗缶、開

口状態のグリース缶などが放

置されている。 

アセチレンガスボンベは業者に回収さ

せた。また、一斗缶、グリース缶について

は、鍵のかかる倉庫に保管した。 
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局 名 庁舎名 内 容 講じた措置の概要 

大島総合

庁舎 

庁舎地下１階の棚に、「塩酸」

を放置している。 

庁舎管理委託業者を指導し、施錠できる

薬品庫に保管した。 

木場車両

検修場 

・ 危険物貯蔵庫内で、ホワイ

トガソリンを適切な容器に入

れず、ペットボトルに入れて保

管している。 

・ 指定管理場所以外の場所

に、トルエンを放置している。

・ ホワイトガソリンは金属製缶（４ℓ）

に移して危険物倉庫内に保管した。ペット

ボトルは乾燥後、ペットボトル廃棄場所に

廃棄した。 

・ トルエン（金属製缶４ℓ）は危険物倉

庫に保管した。 

交通局 

志村車両

検修場 

工場危険物倉庫内の床に、

「硫酸」が置かれている。 

硫酸（５００cc 容器１本）は、排水中和

装置の硫酸タンクに投入し処分した。 
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事 項 庁舎内の危険箇所に対する安全対策を講ずべきもの 

監査結果の

要約 

各庁舎について見たところ、表８のとおり、職員及び利用者にとって危険な状況が

認められた。 

 各局は、バリアフリー法やユニバーサルデザインガイドラインの観点等を踏まえ、

利用者等にとっての危険箇所等を再点検するとともに、安全対策を講じられたい。 

 

（表８）危険箇所の事例及び講じた措置の概要 

局名 庁舎名 内 容 講じた措置の概要 

大田都税

事務所 

床高が低く、人の転落の危険があ

る窓に、転落防止措置がされていな

い。 

使用時以外は窓の施錠を徹底する

ことを所内に周知した。 

主税局 

立川合同

庁舎 

・ ２階の採光窓は、大人でも出入

りできる十分な幅と高さがあり、床

高も低く、人が転落する危険がある

が、安全対策を講じないまま、全開

で使用している。 

・ 階下が吹き抜けとなっている２

階廊下の手すりは、床高が低いうえ

に、子どもでも足をかけることがで

きる仕様のため、人が転落する危険

があるが、安全対策を講じていない。

・ ２階採光窓については、清掃の

際に出入りする必要があることか

ら、平常時には金具で歯止めをかけ、

半開きまでしか開かないようにし、

必要ないときは、施錠する等の周知

徹底を図った。 

・ ２階廊下（手すり）については、

当該手すりの隙間に板を埋めるな

ど、改善策を講じた。 

病院経

営本部 
大塚病院 

ＰＣＢ廃棄物などを保管する特別

管理産業廃棄物保管庫は、扉が閉ま

ると内側から開かない構造となって

おり、閉じ込められる危険がある。 

管庫の扉の鍵を南京錠で施錠する

よう改修し、閉じ込められる危険性

を解消した。 

東京消

防庁 

八王子消

防署 

天日干している消防ホースの真下

が職員用の喫煙所となっている。 

職員用喫煙所については、速やか

に別の場所に移動した。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
中央卸売市

場 

 広域輸送

拠点として

必要なスペ

ースを確保

すべきもの 

各市場は、東京都地域防災計画により、広

域輸送拠点（陸上輸送基地）として緊急物資

の受入れ、一時保管、積替えなどの役割が与

えられている。 

北足立市場及び大田市場は、災害マニュア

ルでそれらに必要なスペースを予め定めてお

かなければならないと規定しているにもかか

わらず、これを行っておらず適切でない。 

 災害時の広域輸送拠

点として必要なスペー

スを定めた。 

中央卸売市

場 

 災害対策

マニュアル

等に従い、

必要な物品

等を確保す

べきもの 

災害マニュアル等で定めている救出、救護

用の資機材、非常用物品等の確保状況等につ

いて見たところ、次のとおり不適切な状況が

認められた。 

① 北足立市場及び大田市場で・懐中電灯等

の必要品を備えた災害ボックスが設置されて

いない。 

② 大田市場で、飲料水等を汲み上げるため

の移動式小型発電機に係る周辺機材等の備蓄

品が不足していた。 

 災害対策ボックスに

ついては、北足立市場、

大田市場ともに設置を

した。 

 大田市場は、飲料水

対策として、移動式小

型発電機ではなく、発

電設備を利用するよう

市場災害マニュアルを

改めた。 

福祉保健局 非常用自

家発電機の

管理を適切

に行うべき

もの 

 福祉保健局の各施設では、地震等の大規模

災害時においても、必要な電力の供給を一定

期間維持するため、軽油等を燃料とする非常

用自家発電機を設置している。 

 ところで、児童会館及び北療育医療センタ

ー城南分園に設置してある同発電機の管理状

況を調査したところ、貯蔵量が減少している

にもかかわらず、補給するなどの措置がとら

れていない。 

  

 

 児童会館では、貯蔵

タンクは満杯（120ℓ）

を基本とし、定期点検

等で燃料が消費された

際には、その都度軽油

を補充させることとし

た。 

 また、城南分園では、

９８ℓ の軽油を充填す
ることとし、毎年の点

検の際には保管量を確

認し、減少した軽油を

補充することとした。 

総務局 共同防火

管理体制を

適正に整え

るべきもの 

都庁第一本庁舎は、消防法で定める特定防

火対象物であることから、東京都のほか各テ

ナント等がそれぞれ管理権原者、防火管理者

（以下「管理権原者等」という。）を選任し、

複数権原による共同防火管理体制を取らなけ

ればならない。 

 ところで、第一本庁舎の１フロアーの一部

を使用しているＡの取扱いについて見たとこ

ろ、管理権原者等を選任していないことが認

められた。 

 庁舎の管理者である総務局は、Ａに管理権

原者等を選任させ、東京都本庁舎共同防火管

理協議会の構成員として共同防火管理に参加

させなければならない。  

 平成２０年１２月４

日、Ａから管理権原者

等の選任届の提出を受

け、東京都本庁舎共同

防火管理協議会の構成

員とし、同日付で、東

京消防庁新宿消防署長

宛に、共同防火管理協

議事項変更届出書を提

出した。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
教育庁  消防計画

等について

適正に管理

すべきもの 

 消防法によれば、管理権原者は、防火管理

者を定め、消防計画を作成し、防火管理上必

要な業務を行わせなければならないとされて

いる。 

しかしながら、農芸高等学校では、平成１

３年度に消防計画を作成し、消防署に提出し

ているとしているが、当該消防計画が見当た

らない状況となっている。 

 農芸高等学校は、平

成２１年３月に、消防

計画を作成し、消防署

へ提出した。 

  

交通局 火災予防

上、適切な

措置を構ず

べきもの 

 

各事業所の火災予防に係る状況を確認した

ところ、次のとおり、適切でない事例が認め

られた。 

①渋谷自動車営業所   

火気厳禁としている油類倉庫の出入口そ

ばに灰皿を設置している。 

②江戸川自動車営業所  

  火気厳禁としている給油スタンド脇に吸

殻入れを設置している。 

③木場車両検修場   

作業時に火花を発するグラインダー（電

動ヤスリ）の周辺に、可燃廃棄物置場があ

り、灯油のポリタンクを置いている。 

①および②につい

ては、灰皿と吸殻入れ

は即時撤去し、火気厳

禁について職員に徹

底した。 

③については、可燃

廃棄物置場は、工作室

出入口付近に移動し、

ポリタンクは敷地内

の産業廃棄物保管施

設に収めた。また、グ

ラインダー脇には水

を入れたバケツを用

意した。 

主税局  ＩＣカー

ドの仕様を

見直すべき

もの 

 

局は、セキュリティ対策のため、一部の庁

舎への入館について、ＩＣカードによる入館

規制を行っているが、ＩＣカードの仕様につ

いて見たところ、セキュリティ確保の点から、

不十分なものとなっている。 

 現在使用中のＩＣ

カードは、セキュリテ

ィ対策の向上を図り、

新たに作成するＩＣ

カードは、改善した仕

様とする。 

主税局  庁舎管理

を適切に行

うべきもの 

局が所管する庁舎の庁舎管理について見た

ところ、一部の庁舎において、次のとおり管

理状況が不十分であった。 

①警備範囲が不十分である、②出入口の施

錠が不十分である、③サーバ室の空調管理が

不十分である、④素通しの窓のため、保管書

庫内部が見通すことができる。 

 平成２１年度契約

から、警備範囲を拡大

するなど、仕様書の見

直しを行い、庁舎管理

の改善を図った。 

交通局 セキュリ

ティ対策を

適切に行う

もの 

局における、セキュリティ対策について見

たところ、一部の庁舎において、扉の施錠対

策に不十分な状況が認められた。 

庁舎会議において、

日中の仮泊室等、無人

となる箇所の扉及び

窓の施錠を周知徹底

した。 

教育庁 ＩＣカー

ドの管理基

準を設ける

とともに取

扱いを適切

に行うべき

もの 

庁では、ＩＣカードによる学校への入校等

規制を行っている。 

ところで、ＩＣカードの取扱い等について

見たところ、庁は、管理基準を定めておらず、

一部の学校では、予備カードの保管や貸与カ

ードの整理等の状況が不適切なものとなって

いる。 

ＩＣカードの取扱

いについては、各校に

おいて、管理簿による

管理・保管などの管理

体制を整備すること

とし、平成２１年３

月、全都立学校に対し

て周知した。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
教育庁 学校に対

し毒物・劇

物の保管管

理方法を具

体的に指導

すべきもの 

 

農芸高等学校、立川ろう学校、西高等学校

における理化学実験用の毒物・劇物の保管管

理について見たところ、いくつかの不適正な

点が認められた。 

これらの主な原因として、庁が毒物・劇物

の保管管理について、「安全教育の手引き」

（東京都教育委員会編）において、一般的な

注意事項と、根拠法令として毒劇法があるこ

とを示すのみで、危害防止（管理）規程、管

理簿の様式やその他の取扱方法について、具

体的に指導していないことがあげられる。 

左記３校は、①危害

防止（管理）規程の制

定、②理化学実験用の

保管庫及び容器の毒

物・劇物の表示、③管

理簿での在庫確認等

を行った。 

 

環境局  庁内管理

者として毒

物・劇物の

存置状態に

ついて、関

係者に早急

な改善を求

めるべきも

の 

廃棄物埋立管理事務所における薬品等の管

理状況について見たところ、Ｂが所有する毒

物・劇物ついて不適切な状況が認められた。 

① 研究室の薬品保管室に毒物・劇物が保管

されているが、薬品保管室及び保管容器に毒

物・劇物の表示がない。また、無施錠のスチ

ール棚にも置かれている。 

② 工作室では、劇物の苛性ソーダが入った

ポリ容器が７個、劇物の表示のないまま、床

に放置されている。 

① 研究室の劇物に

ついては、環境科学研

究所に運び、財団法人

東京都環境整備公社

東京都環境科学研究

所薬品管理取扱要綱

（以下、要綱）に基づ

いて、適正な管理を行

っている。 

② 苛性ソーダにつ

いては、保管容器に劇

物の表示を速やかに

行い、薬品保管室内の

施錠ができるロッカ

ーに移動するととも

に劇物の表示を行い、

要綱に基づいた適正

な管理を行っている。
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（２）庁舎の環境対策について 

 

事 項 東京都グリーン購入ガイドに従って電気製品を購入すべきもの 

監査結果の

要約 

都は、｢東京都グリーン購入ガイド｣に従い、環境に配慮した物品及び役務の調達を

行うこととしているが、各庁舎における電気製品の購入について見たところ、購入契

約の仕様書に、東京都グリーン購入ガイドの環境配慮仕様を記載していないため、表

９のとおり、環境配慮仕様を満たしていない製品が納品されていることが認められ

た。 

 各局は、東京都グリーン購入ガイドに従って電気製品を購入されたい。 

 

（表９）東京都グリーン購入ガイドの環境配慮仕様を満たしていない電気製品及び講じた措置の概要 

局 名 庁 舎 名 購入品目 数量
講じた措置の 

概要 

総務局 竹芝庁舎 エアコン １

冷蔵庫 ８
東村山ナーシングホーム 

テレビ １

冷蔵庫 １
府中療育センター 

電子レンジ １

児童会館 冷蔵庫 １

福祉保健局 

北多摩看護専門学校 エアコン ２

墨東病院 テレビ １

冷蔵庫 ３

テレビ ２大塚病院 

白熱電球 ５０

病院経営本部 

松沢病院 テレビ ２

中央卸売市場 北足立市場 冷蔵庫 １

渋谷自動車営業所 エアコン １
交通局 

江戸川自動車営業所 エアコン ２

パソコン ６

冷蔵庫 １農芸高等学校 

ノートパソコン ２

テレビ ３

冷蔵庫 １

教育庁 

羽村特別支援学校 

エアコン １

今後、電気製品を購入
する際には、契約の仕様
書に、東京都グリーン購
入ガイドの環境配慮仕様
を記載するなど、当ガイ
ドに従って購入すること
を、職員に周知した。 

 

 

 

 

 

 



  - 16 -

事 項 アイドリング・ストップを周知するよう努めるべきもの 

監査結果の

要約 

都民の健康と安全を確保する環境に関する条例によれば、２０台以上の駐車場の設

置者及び管理者は、当該駐車場を利用する者に対し、アイドリング・ストップを行う

よう、必要な事項を表示したものの掲出等の方法により周知しなければならない、と

定められている。 

 ところで、各庁舎の２０台以上の駐車場について見たところ、表１０及び表１１の

とおり、監査日現在、①アイドリング・ストップについての表示が掲出されていない、

②表示はあるが駐車車両から見やすい位置に掲出されていない、などの状況が認めら

れた。 

 各局は、自動車の排気ガス削減のため、適切な方法でアイドリング・ストップを周

知するよう努められたい。 

 

（表１０）表示が掲出されていない駐車場及び講じた措置の概要 

 

 

（表１１）表示が駐車車両から見やすい位置に掲出されていない駐車場及び講じた措置の概要 

 

 

 

局 名 庁 舎 名 講じた措置の概要 

都市整備局 多摩建築指導事務所 

福祉保健局 
東村山老人ホーム、東村山ナーシングホーム、 
府中療育センター、北療育医療センター城南分園 

病院経営本部 松沢病院 

産業労働局 
東京障害者職業能力開発校、城南職業能力開発センタ
ー、労働相談情報センター八王子事務所 

建設局 
第五建設事務所・江東治水事務所合同庁舎、西多摩建
設事務所 

港湾局 港南庁舎、日の出庁舎、辰巳庁舎 

東京消防庁 立川都民防災教育センター 

交通局 大島総合庁舎 

下水道局 蔵前庁舎 

教育庁 多摩教育センター、羽村特別支援学校 

アイドリング・ストッ
プ周知のため、必要な掲
示を行った。 

局 名 庁舎名 内 容 講じた措置の概要 

広尾病院 
駐車車両から見える位置に表示

されていない 
病院経営本部 

墨東病院 
立体駐車場のエレベータ脇に表

示があるが、車両からは見えない 

港湾局 
調布飛行場管理事
務所 

３箇所の駐車場のうち、事務所
前駐車場には表示がない 

下水道局 
多摩川上流水再生
センター 

事務所前駐車場には表示がある
が、工事業者使用部分にはない 

駐車車両から見える
位置にアイドリング･ス
トップの表示板を掲出
した。 
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事 項 特別管理産業廃棄物について 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下、「廃掃法」という）では、産業廃棄物

のうち、爆発性、毒性、感染性その他の人の健康又は生活環境に係る被害を生ずる

おそれがある性状を有するものとして政令で定めるものを、特別管理産業廃棄物と

して、厳重に保管し、適正に処理するよう規定している。 

ア 特別管理産業廃棄物に関する帳簿を適正に記載すべきもの 

病院等では、廃掃法で規定する特別管理産業廃棄物（注射針などの感染性廃棄物、

検査等に使用したキシレンの廃液（爆発性のある廃油））が発生し、排出事業者は収

集運搬から処分までの経過を帳簿に記載するよう義務付けられているが、表１２の

とおり、帳簿を設置していない、あるいは記載の漏れがある事例が認められた。 

局は、特別管理産業廃棄物に関する帳簿を適正に記載されたい。 

イ ＰＣＢ廃棄物を適切に保管すべきもの 

監査結果

の要約 

すでに使用を終了した高圧コンデンサ、トランス等の重電機器でＰＣＢを含有し

ているもの（以下「ＰＣＢ廃棄物」という）及び現在使用中もしくは使用を終え保

管中の重電機器のうち、ＰＣＢを含有しているものについては、法に基づいて適正

に保管及び処分をしなければならないが、各庁舎におけるＰＣＢ廃棄物の保管状況

及び重電機器の状況について見たところ、表１３及び表１４のとおり、適切でない

状況が認められた。 

 各局は、ＰＣＢ廃棄物を適切に保管されたい。 

 

 

（表１２）特別管理産業廃棄物に関する帳簿の不適切な庁舎及び講じた措置の概要 

局 名 庁 舎 名 内 容 講じた措置の概要 

福祉保健局 

東村山老人ホーム 

東村山ナーシングホーム 

府中療育センター 

北療育医療センター城南分園 

帳簿がない 特別管理産業廃棄物に関

する帳簿を作成し、適切に記

載、管理している。 

大塚病院 

帳簿がない 平成２０年度分から特別

管理産業廃棄物に関する帳

簿を整備し、適切に記載、管

理している。 病院経営本部 

広尾病院、墨東病院 
廃液について

記載がない 

平成２０年度分から廃液

について帳簿の記載を行っ

た。 
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（表１３）ＰＣＢ廃棄物の不適切な保管状況及び講じた措置の概要 

局 名 庁舎名 内 容 講じた措置の概要 

主税局 
立川都税事
務所 

保管場所内に可燃ごみが
置かれている。また、保管場
所の表示が基準を満たして
いない。 

保管容器の周囲に置かれていた可
燃ごみを全て除去し、表示について
は、基準を満たしたものに変更した。

生活文化 
スポーツ局 

計量検定所 

特別管理産業廃棄物管理
責任者の有資格者がいない。

副所長兼管理指導課長が「平成２
０年度特別管理産業廃棄物管理責任
者講習会」を受講し、有資格者とな
った。 

第一区画整
理事務所 

都市整備局 
再開発事務
所 

飛散・流出防止措置をして
いない。 

保管容器による保管を行った。 

産業労働局 

労働相談情
報センター
国分寺事務
所 

ＰＣＢ廃棄物保管場所の
表示が基準を満たしていな
い。 

基準を満たした規格でＰＣＢ廃棄
物保管場所の再掲示を行った。 

中央卸売市場 築地市場 

ＰＣＢ廃棄物保管場所２
か所のうち１か所で表示が
ない。 
特別管理産業廃棄物管理

責任者の変更届を提出して
いない。 

表示がなかったＰＣＢ廃棄物保管

場所について、保管場所の入口に表

示を行った。 
 また、特別管理産業廃棄物管理責
任者の変更届も提出した。 

建設局 
北多摩南部
建設事務所 

転倒防止措置をしていな
い。 
飛散・流出防止措置をして

いない。 

使用が終わった重電機器２台は、
転倒防止のため、４角をワイヤーで
鉄パイプに括り付けた。また、保管
中にＰＣＢが機器からしみだす場合
を想定し、プラスチックのトレイを
機器の下に置き、受け皿とした。 

立川ろう学

校 
教育庁 

多摩教育セ

ンター 

特別管理産業廃棄物管理

責任者の有資格者がいない。

職員が特別管理産業廃棄物管理責

任者に関する講習会を受講・修了し、

特別管理産業廃棄物管理責任者の有

資格者となった。 

 

 

（表１４）重電機器のＰＣＢ含有の確認をしていない事例及び講じた措置の概要 

局 名 庁舎名 内 容 講じた措置の概要 

建設局 第五建設事務所 使用中のトランス１台
平成２１年度にＰＣＢ含有有無検査を実

施するよう準備契約を進めた。 

江戸川自動車営業所 
保管中のコンデンサ２
台及び開閉器１台 

 保管中の重電機器については、ＰＣＢを

含有していないことを確認した。 
交通局 

志村車両検修場 
保管中の蛍光灯安定器
９台 

９台のうち、７台についてＰＣＢを含有

していることを確認し、適正に保管した。
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
主税局  公印帳票

類の廃棄処

理について

適切な管理

を行うべき

もの 

局は、公印帳票類のうち、印刷工程で発生

した破損、汚損、刷り損じ及び在庫破棄分に

ついては、帳票類印刷業務等の受託者に対し

て、溶解等の方法によって処理するよう、委

託仕様書に明記している。 

 ところで、この廃棄処理について見たとこ

ろ、次のとおり適切でない事例が認められた。

① 公印帳票類の印刷数に比して、３８％を

超える大量の廃棄数量が発生しているにもか

かわらず、原因分析等行っていない。 

② 具体的な指示を行わず、廃棄処理を受託

者に一任しているため、廃棄処理された帳票

の種類、数量が特定できない。 

③ 溶解処分業者の処理証明書を徴していな

いため、処分業者への搬入日や溶解処理日が

確認できない。また、受託者からの報告は、

搬入の単位（枚）と処分の単位（ｋｇ）が異

なり、整合性がないため、搬入された廃棄帳

票類が全て、溶解処理されたかどうかが確認

できない。 

 ①については、平成

２１年２月から、在庫

報告書の様式を改訂

し、廃棄の発生原因・

数量が確認できるよう

改めた。 

②、③については、

平成２１年１月から、

局の廃棄指示により行

い、作業終了後、溶解

処理証明書を添付して

報告するよう手続を改

めた。 

 また、搬出場所、溶

解処分場に職員が立会

い、全量廃棄の確認を

行うよう手順を見直し

た。 

教育庁  ごみの排

出原因を追

究するとと

もに削減に

努めるべき

もの 

中央図書館のペットボトル排出量について

見たところ、平成１８年度は１，６５５ｋｇ、

平成１９年度は１，４９０ｋｇであり、排出

量を来館者数等で換算すると、毎日、概ね６

人に１人が、持ち込んだペットボトルを図書

館のごみとして出している結果になる。 

図書館は、ペットボトルの排出について、

①持ち込んだペットボトル等は、持ち帰らせ

る、②館内の自動販売機で販売したペットボ

トル等は、回収ボックスにより販売業者に回

収させる等、ごみ減量対策を講じているとし

ているが、排出量は両年度において改善され

ておらず、その原因を追究していないのは適

切でない。 

ごみ置場の配置場所

及びその利用者等の点

検・分析を定期的に行

った結果、大半は利用

者集積分であることが

判明したため、職員が

利用者に対して、①入

館時の説明、②館内で

の持ち帰り呼びかけな

どを行うことなど、一

層のごみ減量対策に努

めることを周知徹底し

た。 

 

環境局  各局が適

切に現況調

査を行うよ

う、指導強

化に努める

べきもの 

環境局はＰＣＢ廃棄物連絡協議会の事務局

となり、平成２０年度には保管状況に関する

チェックシートを作成して配布するなど、保

管状況の適正化に努めている。 

 しかし、各局のＰＣＢ廃棄物の保管場所を

実査したところ、不適切な事例が５割以上に

上っていることから、都全体について改めて

現況調査を行うとともに、各局への指導を強

化する必要がある。 

 平成２１年１月に、

「ＰＣＢ廃棄物連絡協

議会幹事会」を開催し、

ＰＣＢ廃棄物保管基準

を遵守するための具体

的な方法及び不適正保

管の事例を説明した。 

 また、各局において

保管基準が遵守されて

いるかを確実にチェッ

クするよう指導した。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
総務局 

（竹芝庁舎

（公文書

館）） 

 

 

 

都市整備局 

（再開発事

務所） 

廃棄物処

理を適正に

行うべきも

の 

事業活動に伴って発生する廃棄物について

は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以

下、「廃掃法」という）により、事業者が自ら

の責任において適正に処理すること、運搬又

は処分を他人に委託する場合には、環境省令

で定める者にそれぞれ委託しなければならな

いこと、廃棄物処理の受託者は、その処理を

他人に再委託してはならないこと、と規定さ

れている。 

各局における廃棄物処理について見たとこ

ろ、次のとおり適正でない点が認められた。 

① 公文書館は廃棄物の運搬・処理業務につ

いて、実際に当業務を行っている廃棄物処理

業者との間で直接契約を締結していない。 

② 旧北新宿地区事務所閉鎖に伴う不用品等

収集運搬・処分委託において、受託業者がそ

の処理を第三者に委託している。 

① 廃棄物の収集運

搬・処分委託について

は、排出事業者として、

平成２０年１２月１２

日に処分業者と、同月

１６日に運搬業者との

間で、直接契約を締結

した。 

② 再開発事務所にお

いて、今後、厳重に注

意して廃棄物処理を行

っていく。 

主税局 

（立川合同

庁舎） 

 

 

 

福祉保健局

（東村山老

人ホーム・

北多摩看護

専門学校） 

 

 

 

建設局 

（北多摩南

部建設事務

所） 

廃棄物処

理料金を適

切に支出す

べきもの 

各局は、一般廃棄物の収集運搬を単価契約

で委託しているが、契約単価は、収集運搬の

料金と、各市の条例で定められた、市の処理

施設における処分料金（以下「市の処分料金」

という）の合計となっている。 

 また、契約に係る入札（見積競争）は消費

税抜きの金額で行われるため、各事業所は、

落札単価に消費税を加算した金額を契約単価

としている。 

 この契約単価について見たところ、以下の

とおり不適切な状況が認められた。 

① 東村山市、東大和市、府中市においては、

市の処分料金を非課税としているにもかかわ

らず、東村山老人ホーム、北多摩看護専門学

校、北多摩南部建設事務所においては、市の

処分料金にも消費税を加算した額を契約単価

としている。 

② 立川市においては、市の処分料金を内税

としていることから、契約単価のうち処分に

かかる金額は市の処分料金と同額とすべきで

ある。 

 しかし、立川合同庁舎においては、誤って

市の処分料金に消費税を加算して契約単価と

している。 

 これらのため、市の処分料金に加算された

消費税額を試算すると、２９万余円が不経済

支出となっている。 

① 東村山老人ホーム

及び北多摩看護専門学

校、北多摩南部建設事

務所では、平成２１年

度準備契約において、

処分料から消費税額を

除いた額を見積単価と

し、契約を行った。 

② 立川合同庁舎にお

いては、一般廃棄物の

収集運搬処理に係る消

費税の取扱いについ

て、事務連絡により、

適正な事務処理を周知

徹底した。 

 

 

 



  - 21 -

（３）庁舎の適正・効率的な管理について 

 

事 項 財産の使用許可を適切に行うべきもの 

監査結果の

要約 

地方自治法等では、財産の用途又は目的を妨げない限度において、その使用を許可

することができるとしているが、各庁舎の財産の使用許可に関する状況を確認したと

ころ、表１５及び表１６のとおり、許可手続きが行われていないなどの不適切な事例

や、飲料水の空き缶等を回収するため使用者が設置した容器の占有面積が、許可面積

に含まれていない事例が認められた。 

各局は、財産の使用許可を適切に行われたい。 

 

（表１５）許可手続きが行われていないなどの不適切な事例及び講じた措置の概要 

局 名 庁舎名 内 容 講じた措置の概要 

病院経営本部 松沢病院 

喫茶室が使用している物置及

び更衣室が、使用許可の範囲から

逸脱している。 

喫茶室より物置及び更衣室を含

んだ使用許可変更の申請書を出さ

せ、新たな使用許可を行った。 

中央･城北職

業能力開発ｾ

ﾝﾀｰ板橋校 

校の倉庫に、業者が技能検定に

要する資機材を保管しているが、

財産の使用許可手続きが行われ

ていない。 

２０中職人第１６１９号により

使用許可を行った。 

産業労働局 

労働相談情

報ｾﾝﾀｰ八王

子事務所 

食堂の通用口外に、使用許可の

範囲を逸脱して、物置が置かれて

いる。 

２０労相調第１３５２号により

使用許可を行った。 

渋谷自動車

営業所 

所の敷地北側のフェンスに、東

京電力株式会社に看板を設置さ

せているが、財産の使用許可を行

っておらず、設置の経緯も不明で

ある。 

 東京電力株式会社と協議の結

果、設置の必要性がないことを確

認し、平成２０年１０月末に東京

電力株式会社が撤去した。 

交通局 

志村車両検

修場 

場の敷地内に、埋設管の腐食防

止のため、東京ガス株式会社の機

器を設置させているが、財産の使

用許可を行っていない。 

行政財産の使用許可の申請に基

づき、平成２１年２月２５日に許

可をした。 

 

（表１６）空き缶等を回収するため使用者が設置した容器の占有面積が、許可面積に含まれていない
事例及び講じた措置の概要 

局 名 庁 舎 名 講じた措置の概要 

総務局 竹芝庁舎 
使用者からの使用許可申請に基づき、使用許可を行っ

た。 

主税局 
中央・大田・中野・練馬 

各都税事務所 

回収容器等の占有面積を許可面積に含めるとともに、

容器の設置数が過多にならないよう、各所に通知した。

環境局 

廃棄物埋立管理事務所 

中防休憩施設レストハウス 

第三排水処理場管理棟 

平成２１年度の行政財産の使用許可に当たっては、飲

料水の空き缶等回収容器の占有面積を許可面積に含め

て、２０環埋管第５６６号により許可した。 

東京消防庁 

都民防災教育センター（立

川、池袋、本所） 

消防防災資料センター 

空き缶等回収容器の設置については、行政財産の使用

許可手続きを行った。 

下水道局 
流域下水道本部 

多摩川上流水再生センター 

使用許可の変更手続を行った。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
交通局  行政財産

使用料の請

求を適正に

行うべきも

の 

局は、事業所に自動販売機等を設置する者

に対して、行政財産の使用許可をしている。

この使用許可に当たっては、交通局公有財

産規程により、主として職員の利便に供する

ため、低い価格で提供する時には、使用料を

減額又は免除している。 

ところで、当該使用許可の状況について見

たところ、免除規定に該当しないたばこの自

動販売機についても、使用料を免除しており

適正でない。 

 たばこの自販機に

ついては、平成２１年

４月１日から、使用料

を徴収する旨を平成

２１年２月５日付通

知により、自動販売機

設置者へ通知した。 

教育庁  契約電力

を見直し電

気料金の節

減に努める

べきもの 

中央図書館では、東京電力との電気需給契

約において、契約電力を９２０ｋＷとしてい

るが、直近２か年の最大需要電力実績を見た

ところ、最大でも８５０ｋＷであった。 

仮に、平成２０年の契約電力を８５０ｋＷ

とした場合、平成２０年 1 月から監査日現在

までの電気料金は、１１３万余円節減できた

ことになる。 

 平成２０年１２月

３０日から、契約電力

を８６０ｋＷへと変

更した。 

警視庁  電力契約

を変更する

等電気料金

の節減に努

めるべきも

の 

 運転免許試験場における電気需給契約につ

いて見たところ、次のとおり、適切でない事例

が認められた。 

① 鮫洲運転免許試験場では、契約電力を５

７０ｋＷとしているが、直近２か年の最大需

要電力実績を見たところ、最大でも４８５ｋ

Ｗである。 

仮に平成２０年の契約電力を４８５ｋＷと

した場合、平成２０年１月から監査日現在ま

での電気料金は、１０６万余円節減できたこ

とになる。 

さらに、契約電力を５００ｋＷ未満の契約

に変更することにより、東京電力が、その請

求月を含めた直近の１年間のなかで、最も使

用した月の電力を基本料金として、毎月、自

動的に更新（見直し）を行うことから、効率

的に、基本料金の節減が可能となる。 

②  府中運転免許試験場では、契約電力を９

３４ｋＷとしているが、直近２か年の毎月の

最大需要電力の実績を見たところ、最大で８

４７ｋＷである。 

仮に、平成２０年の契約電力を、８４７ｋ

Ｗとした場合には、平成２０年１月から監査

日現在までの基本料金は、１０９万余円節減

できたことになる。 

①については、契約

電力を平成２１年３

月分から「５００ｋＷ

未満の区分」に変更し

た。 

②については、契約

電力を平成２１年３

月分から平成２０年

の最大需要電力であ

る８３５ｋＷに変更

した。 
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〔平成２０年工事監査〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
建設局  東京都建

設リサイク

ル推進計

画・同ガイ

ドラインに

基づく再生

資源の利用

促進を適切

に行うよう

検討すべき

もの 

都は、「東京都建設リサイクル推進計画・同

ガイドライン」を定め、公共工事の実施に当

たって、環境への負荷が少ない再生資源の利

用に努めることとしており、舗装の路盤材に

ついては、再生路盤材を調達すべき特別品目

として定めている。 

しかし、武蔵野の森公園南側地区整備工事

の園路舗装工について見たところ、アスファ

ルト舗装（２，３２９ｍ２）の上層路盤では、

特別品目ではない新材の粒度調整砕石を用い

て施工している。 

 

 局は、平成２０年１

０月に工事課課内会

議を開催し、「本ガイ

ドライン」、「環境物

品等調達方針」につい

て改めて周知徹底し

た。 

また、平成２１年１

月、公園緑地部は、

東・西公園緑地事務所

の設計・工事担当者会

を開催し、再度、環境

物品の積極的な利用

促進を指導した。 

下水道局  高圧コン

デンサ設備

の設計を適

切に行うべ

きもの 

芝浦水再生センター電気設備改良工事は、

高圧コンデンサ設備等を設置するものであ

る。 

ところで、高圧コンデンサ設備の仕様につ

いて見たところ、本工事で採用する同設備は

高圧受電に比べ電流容量が小さく経済性に優

れる特別高圧受電仕様のもので十分であるに

もかかわらず、高圧受電仕様のものを採用し

設置していた。 

このため、積算額約１１６万円が過大なも

のとなっている。 

施設管理部は、平成

２０年１０月に工事

監査説明会を開催し、

設計担当係長等関係

職員に、高圧コンデン

サ設備の設計時にお

ける注意事項を周知

徹底した。 

芝浦水再生センタ

ーでは、平成２０年１

１月に設計担当者会

議を開催し、高圧コン

デンサの設計時にお

ける注意事項などを

周知徹底した。 

教育庁 施設照明

設備につい

てライフサ

イクルコス

トを考慮し

検討すべき

もの 

都立調布養護学校校舎増築電気設備工事に

おいて、電極放電を利用した発光方式の蛍光

灯照明（昇降装置付）を取り付けているが、

この照明は電極が消耗し球切れが生じる。 

仮に、消耗する電極のない無電極放電灯照

明とすれば、ランプの交換やそのための昇降

装置の必要はなく、設置費用及びランプ交換

費用約２３１万円が縮減でき、廃棄物の軽減

にもつながる。 

  

平成２０年４月に、

営繕課設備係の係会

を実施し、照明器具の

設置について、ライフ

サイクルコストを考

慮し適切な器具を選

定することを再確認

した。 

  また、平成２０年１

０月に営繕課･３学校

経営支援センター技

術職合同打合せ会を

開催し、指摘内容につ

いて説明し、改めて周

知･徹底を図った。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
総務局 

（島しょ） 

園地整備

の客土につ

いて適正に

設計すべき

もの 

大賀郷園地整備工事における地被類植栽の

ための客土施工厚について見たところ、園地

内の在来地盤を一律に厚さ５０ｃｍで掘削

し、客土に置換えるものとして設計・施工し

ている。 

しかし、道路工事設計基準では、植生客土

厚は、２０～３０ｃｍとしており、３０ｃｍ

の客土施工で十分に地被類の定着が可能であ

る。 

このため、積算額約９６９万円が過大とな

っている。 

工事関係職員を対

象とする「工事監査報

告会」を平成２１年１

月に開催し、指摘内容

を報告、職員へ問題点

の周知を図った。併せ

て、参加者全員に、複

数の担当者によるチ

ェックの徹底を確認

した。 

都市整備局 改良土埋

戻し工の積

算を適正に

行うべきも

の 

下水道管布設工事及び街路築造工事におい

て、下水道管布設に伴う改良土埋戻し工につ

いて見たところ、改良土の運搬をほぐした状

態の土量で運搬単価を算定しているが、局積

算基準では土の運搬単価は、地山（固まった

状態）土量で算定することとなっている。 

このため、積算額約２４３万円が過大とな

っている。 

 

平成２０年９月に

「土木技術交流会」を

開催し、本件も含めた

指摘事項の報告を行

い、局内横断的な周知

を図った。 

当該事務所におい

て、チェックリストの

見直しや複数による

チェック体制の強化

を図ることとし、課内

に周知した。 

都市整備局 Ｌ形側溝

設置工の積

算を適正に

行うべきも

の 

下水道管布設工事及び街路築造工事におけ

るＬ形側溝設置工の積算について見たとこ

ろ、Ｌ形側溝設置費と合わせて基礎工として

基礎砕石、基礎コンクリート、敷きモルタル

等を計上している。 

しかし、局積算基準のＬ形側溝設置費には、

基礎工に相当する費用が含まれており、基礎

工を二重に計上した結果、積算額約９０万円

が過大となっている。 

平成２０年９月に

「土木技術交流会」を

開催し、本件も含めた

指摘事項の報告を行

い、局内横断的な周知

を図った。 

当該事務所におい

て、チェックリストの

見直しや複数による

チェック体制の強化

を図ることとし、課内

に周知した。 

病院経営本

部 

ファンコ

イルユニッ

トの積算を

適正に行う

べきもの 

都立神経病院ファンコイル・ドレン管ほか

改修工事におけるファンコイルユニット（空

調用放熱器）の積算について見たところ、本

部で定めているファンコイルユニットの標準

単価は、定流量弁及びボール弁の費用を含め

て設定されているにもかかわらず、改めて定

流量弁及びボール弁を計上している。 

また、可とう継手は、フランジ接合で積算

しているが、ねじ込み接合で十分であり、施

工もねじ込み接合となっている。 

このため、積算額約１８６万円が過大なも

のとなっている。 

各病院の施設担当

係長会を平成２０年

１２月に開催し、今回

の指摘内容を周知し

た。積算に当たって

は、「工事標準仕様

書」、「小規模工事の

実施マニュアル」によ

り、標準単価の内容や

手続き等を十分確認

するよう指示した。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
中央卸売市

場 

高木剪定

の単価設定

を適正に行

うべきもの 

世田谷市場植栽管理委託における高木の幹

周１２０ｃｍ以上１８０ｃｍ未満、１８０ｃ

ｍ以上の剪定の積算について見たところ、市

場基準では、単価表、定期刊行物等に当単価

がない場合は、見積りにより単価を設定する

としているが、見積りによる単価を用いずに、

割高な単価を用いて積算している。 

このため、積算額約１１５万円が過大なも

のとなっている。 

事業部施設課全体

会等において指摘の

内容を説明し、原因や

問題点などを整理し

た結果を伝え、周知徹

底と注意喚起を図る

とともに、書類確認者

を１名増やすなど、チ

ェック体制の強化を

指示した。 

中央卸売市

場 

照明器具

の単価設定

を適正に行

うべきもの 

食肉市場市場棟増築電気設備工事における

防湿仕様のステンレス製逆富士型照明器具の

単価について見たところ、市場で定めた標準

価格がないためカタログ価格により単価設定

している。 

しかし、標準価格のない場合には、１建設

資材定期刊行物、２公表価格（カタログ価格）、

３見積価格の順で採用することとなってお

り、同照明器具の価格は、１に掲載されてい

るにもかかわらず、２のカタログ価格を用い

ている。このため、積算額約１１３万円が過

大なものとなっている。 

事業部施設課全体

会等において指摘の

内容を説明し、原因や

問題点などを整理し

た結果を伝え、周知徹

底と注意喚起を図る

とともに、一人ひとり

の役割分担を明確に

し、チェック漏れが起

こらない体制をとる

よう指示した。 

中央卸売市

場 

冷媒配管

用銅管の保

温工事等の

積算を適正

に行うべき

もの 

大田市場花き棟定温倉庫冷蔵設備改修工事

の冷蔵設備における冷媒配管用銅管の保温工

事及び保温撤去の積算について見たところ、

銅管を保温する場合の単価は、鋼管の保温単

価を管径に応じて換算し適用すべきである

が、換算して行われていない。このため、積

算額約７３万円が過大なものとなっている。 

 

事業部施設課全体

会等において指摘の

内容を説明し、原因や

問題点などを整理し

た結果を伝え、周知徹

底と注意喚起を図る

とともに、「工事積算

チェック役割分担表」

の様式を変更し、チェ

ック漏れが起こらな

い体制をとるよう指

示した。 

建設局 昼夜間工

事における

鉄筋の加工

組立て等の

単価設定を

適正に行う

べきもの 

中央環状品川線中目黒換気所下部工事にお

けるニューマチックケーソン躯体工の鉄筋加

工組立て、圧接について見たところ、作業が

昼夜間工事（２４時間施工）であることから

「夜間作業あり」として夜間施工単価を設定

している。 

しかし、局積算基準では、「夜間作業あり」

とする単価は、夜間のみ作業を行う場合の単

価であり、昼夜間工事（２４時間施工）で行

われる各作業を、夜間施工単価のみで積算し

ていることは適切でない。その結果、約５，

１２８万円が過大となっている。 

局は、平成２１年１

月の技術担当課長会

において、工事監査の

結果について報告す

るとともに、再発防止

を徹底するよう注意

喚起を行った。 

 所は、平成２１年２

月１０日付けの契約

変更により、減額是正

を行った。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
水道局 舗装こわ

し工の単価

設定につい

て検討すべ

きもの 

杉並区内における配水小管布設替工事は、

老朽化した配水小管を更新するために布設替

えなどを行うものである。 

このうち、小型掘削機（バックホウ０．１

３ｍ３）による厚さ５ｃｍ以下の舗装こわし工

について見たところ、局積算基準では、１０

ｃｍ以下は一律の単価として定めているが、

建設局の積算基準では、同機械を使用した場

合の厚さ５ｃｍ以下の舗装こわし工の単価が

設定されている。 

仮に、この単価を準用すれば、積算額約１，

０１６万円を縮減することが可能となり、今

後発注される工事にも同様な効果を得ること

ができる。 

舗装こわし工の単

価設定については、５

ｃｍ以下の舗装取り

壊しについて、新規に

設定し、同時に当局積

算システムの改定を

行った。 

また、２０水建技管

第６８号により、関係

各部に通知し、周知徹

底を図った。 

水道局 泥濃式推

進工事にお

ける機械器

具の供用日

数を適正に

算出すべき

もの 

日野市内の配水本管新設工事において泥濃

式推進工事に使用する機械器具の供用日数に

ついて見たところ、局積算基準では、「実日

数」に「供用日の割増率（１．５）」を乗じ

て算出することとしているが、誤って、さら

に「雨天割増（１．１）」を乗じて算出し、

この日数を用いて機械器具の損料を算定した

ため、積算額約４３９万円が過大なものとな

っている。 

積算基準の雨天割

増に関する記述を改

定し、再発防止を図っ

た。このことについ

て、平成２０年１０月

に関係部長あてに通

知した。 

また、平成２１年１

月１３日の契約変更

により減額是正した。

下水道局 路面覆工

の積算を適

正に行うべ

きもの 

港区南青山一、二丁目付近再構築工事にお

ける立坑部（２箇所）の路面覆工の積算につ

いて見たところ、立坑内の作業に際して、覆

工板の日々開閉のみを行う場合には、「覆工板

の設置、撤去」を適用すべきであるにもかか

わらず、覆工板を支える受桁等の設置撤去歩

掛を含む「覆工板・受桁の設置、撤去」の歩

掛を適用し、計上している。 

このため、積算額約３４９万円が過大なも

のとなっている。 

指摘額については、

平成２０年７月２日

付の契約変更により、

減額是正を行った。 

また、建設部は、平

成２０年７月の拡大

工事・設計課長会にお

いて、指摘内容及び再

発防止策を周知する

とともに、同年１０月

の職場研修で、設計施

工に従事する関係職

員に徹底を図った。 

下水道局 重建設機

械の分解・

組立費の積

算を適正に

行うべきも

の 

千代田区三崎町二丁目、神田神保町二丁目

付近再構築その５工事における重建設機械の

分解・組立費について見たところ、鋼製セグ

メント圧入工法で使用する重建設機械は、局

積算基準の８０ｔ吊以下クローラクレーンを

適用すべきであるところ、３００ｔ吊以下ク

ローラクレーンを適用している。 

また、本工事では掘削機を使用しないにも

かかわらず、掘削機の分解・組立費も計上し

ている。 

このため、積算額約３９４万円が過大なも

のとなっている。 

建設部は、平成２０

年７月の拡大工事・設

計課長会において、指

摘内容及び再発防止

策を周知するととも

に、同年１０月の職場

研修で、設計施工に従

事する建設部系列の

関係職員に徹底を図

った。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 

下水道局 矩形渠に

おけるイン

バート築造

の積算を適

正に行うべ

きもの 

豊島区千早四丁目付近管渠整備工事は、豊

島区千早四丁目付近の浸水被害の軽減を図る

ため、雨水調整池として矩形渠を布設するも

のである。 

ところで、矩形渠築造工について見たとこ

ろ、底版に設置するインバートは、設計図に

基づきコンクリートとしているにもかかわら

ず、割高なモルタル工で積算している。 

このため、積算額約２９５万円が過大なも

のとなっている。 

平成２０年７月の

拡大工事・設計課長会

において、指摘内容及

び再発防止策を周知

した。 

当該事務所におい

ては、設計図と積算内

容の整合確認、類似工

事との単価比較によ

る精査について周知

徹底を図るとともに、

二重チェックによる

チェック体制の強化

を図った。 

 

下水道局 

 

防音ハウ

ス電動シャ

ッターの積

算を適正に

行うべきも

の  

東陽幹線その５工事は、合流式下水道を改

善する一環として、墨田区一部区域の汚水を

収容するためのシールド工事を行うものであ

る。 

このうち、工事用立坑の防音ハウス車両出

入り口用の電動シャッターについて見たとこ

ろ、製品費の見積額の９割の額を用いて積算

しているが、局積算基準では電動シャッター

の積算は、製品費の見積り額の９割に１／２

を乗じて計上することとしている。 

このため、積算額約２４４万円が過大とな

っている。 

指摘額については、

平成２０年１２月１

７日付の契約変更に

より、減額是正を行っ

た。 

建設部は、平成２０

年７月の拡大工事・設

計課長会において、指

摘内容及び再発防止

策を周知し、当該事務

所においては、同年１

１月に審査担当職員

によるチェックマン

会議を行い、二重チェ

ックと係員への指導

を徹底した。 

 

 

総務局 

（島しょ） 

落石防護

柵工の単価

設定を適正

に行うべき

もの 

道路災害防除工事（八の３）は、都道青ヶ

島循環線への落石等を防除するため、落石防

護柵等を施工するものであるが、落石防護柵

工の設計変更における基礎削孔工の積算につ

いて見たところ、斜面に支柱を建て込むため

に用いる材料費を、見積額の１０倍の単価で

計上している。 

また、トラッククレーン運転費の１日当り

の運転時間の算定に当たり、局積算基準があ

るにもかかわらず、適用していない。 

このため、積算額約４４８万円が過大なも

のとなっている。 

 

 

工事関係職員を対

象とする「工事監査報

告会」を平成２１年１

月に開催し、指摘内容

を報告、職員へ問題点

の周知を図った。併せ

て、参加者全員に複数

担当者によるチェッ

クの徹底を確認した。
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
総務局 

（島しょ） 

硬岩掘削

における一

次破砕工の

積算を適正

に行うべき

もの 

街路築造工事（１９八－４の８）ほか３件

の工事は、八丈空港と八重根港、神湊港を結

ぶ都市計画道路を整備するものである。 

このうち、硬岩を壊すための静的破砕剤に

よる一次破砕工の積算に当たって、硬岩の削

孔は、国積算基準を用い、国積算基準にない

破砕剤充填等は、静的破砕剤協会の歩掛を用

いて積算している。 

しかし、破砕剤充填等の積算に用いた同協

会歩掛にも削孔相当分が含まれており、これ

を控除すべきところ、控除していない。 

このため、積算額約１，４４０万円が過大

なものとなっている。 

工事監査報告会を

平成２１年１月に開

催し、指摘内容を報

告、職員へ問題点の周

知を図った。併せて、

参加者全員に複数担

当者によるチェック

の徹底を確認した。 

また、積算基準にな

い歩掛等については、

課内検討会等で歩掛

の内訳等について検

討することを徹底し

た。 

 

 

財務局 

（島しょ） 

受変電設

備の積算を

適正に行う

べきもの 

都立大島高等学校（Ｈ１９）電気設備工事

は、教室の冷暖房設備に電気を供給するため

受変電設備等の設置を行うものである。 

このうち、受変電設備の変圧器、コンデン

サ、コンデンサ用リアクトルについて見たと

ころ、特記仕様書ではいずれも絶縁に油を用

いる油入型を使用することとし、数量はそれ

ぞれ 1 台と記載しているにもかかわらず、積

算では、絶縁に油を使用しない割高なモール

ド型とし、また、コンデンサの数量は２台で

計上している。 

このため、積算額約１３５万円が過大なも

のとなっている。 

平成２０年１２月

に建築保全部におい

て、監査指摘事項再発

防止検討会を開き、特

記仕様書と積算内訳

書との整合を確実に

図るよう徹底すると

ともに、設計内容の変

更が積算に適切に反

映されるようチェッ

クリストを作成し、再

発を防止することと

した。 

 

 

教育庁 

（島しょ） 

グラウン

ド改修に伴

うトラック

舗装工の積

算を適正に

行うべきも

の 

都立大島セミナーハウス（１８）敷地造成

その他整備工事のグラウンド改修に伴うトラ

ック舗装工について見たところ、舗装に必要

なアスファルト混合物の敷均しや転圧につい

て、歩道部で用いる機械を選定し積算してい

るが、当該舗装箇所は、より効率の良い車道

部に用いる機械で敷均しや転圧が十分可能で

あり、車道部に用いる機械により積算するこ

とが適正である。 

このため、約１４２万円が過大なものとな

っている。 

 

平成２０年８月に

営繕課土木担当者会

を開催し、①設計･積

算時における現場条

件に即した機械選択、

②工事監督時の使用

機械の現場確認等に

ついて徹底するよう

にした。 

同年１０月に営繕

課・３学校経営支援セ

ンター技術職合同打

合せ会を開催し、指摘

内容等について説明

した。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
福祉保健局 仕上げ工

事における

数量計算を

適正に行う

べきもの 

東京都立萩山実務学校（Ｈ１９）プール棟

改築工事は、施設の老朽化に伴い、プール等

の改築を行うものである。 

このうち、プール施設の仕上げ工事の積算

について見たところ、プールサイドの塗り床

材の面積は７２２ｍ２とすべきところ、塗り床

材の必要がない部分を含め８１５ｍ２を計上

している。 

このため、積算額約１２１万円が過大とな

っている。 

平成２０年１０月

に「臨時建築定例会」

を、また、同年１１月

に「契約管財課工事係

会」を開催し、指摘内

容を踏まえて、仕上げ

工事における数量計

算を適正に行うよう

に周知した。 

病院経営本

部 

ＩＣＵ改

修工事にお

ける機械設

備の積算を

適正に行う

べきもの 

大久保病院ＩＣＵ改修工事（再）は、ＩＣ

Ｕ（集中治療室）エリア内のポストＩＣＵ６

床を、ＳＣＵ（脳卒中ケアユニット）３床と

ＨＣＵ（ハイケアユニット）２床に変更し、

１床を廃止する等の改修を行うものである。 

このうち、各床に１台設置している天井吊

り医療機器（インフポート）の撤去等の積算

について見ると、１床廃止することに伴い、1

台撤去するところ、６台撤去、５台再取付け

の費用を計上している。 

このため、積算額約２８８万円が過大とな

っている。 

 

各病院の施設担当

係長会を平成２０年

１２月に開催し、指摘

内容を周知するとと

もに、工種のまたがる

工事では各担当及び

係長とでチェックを

十分に行い、「小規模

工事の実施マニュア

ル」等により、手続き

に漏れのないよう、十

分確認するよう指示

した。 

産業労働局 防水工事

におけるシ

リコンシー

トの積算を

適正に行う

べきもの 

平成１８年度東京国際展示場会議棟屋根ほ

か防水補修工事は、経年劣化した屋根の防水

補修を行うものであるが、このうち、東展示

棟ガラス屋根のサッシュ枠の防水補修の積算

について見たところ、本防水補修工事のシリ

コンシートの数量は約３，５００ｍであるに

もかかわらず、約７，１００ｍで積算を行っ

ている。 

このため、積算額約１，６８２万円が過大

なものとなっている。 

 

事務の誤りや漏れ

を防ぐため「工事管理

チェックシート」を作

成し、また、同様の事

態が発生しないよう

に指摘事項の概要・今

後の対応等を文書に

し、部内に周知した。

また、総務部総務課

施設係との技術協力

等の支援体制を確立

した。 

建設局 仮設材運

搬工の積算

を適正に行

うべきもの 

街路築造工事（その２）は、環状８号線若

木地区の街路を築造するため、街きょ工、車

道舗装工、電線共同溝設置工等を施工するも

のである。 

 このうち、電線共同溝の特殊部（マンホー

ル）を設置するために使用する軽量鋼矢板土

留の仮設材運搬工について見たところ、設計

変更により、特殊部（マンホール）の設置数

が９箇所から８箇所となり、８箇所分の７．

８６８ｔに変更すべきであるが、５００ｔと

して積算している。 

 このため、約３８２万円が過大なものとな

っている。 

局は、平成２１年１

月の技術担当課長会

において、再発防止を

徹底するよう注意喚

起を行った。 

所は、平成２０年１

２月に、ミスを防ぐた

めのチェック体制強

化の検討会議を開催

し、ダブルチェックを

徹底することとした。

また、全職員への周知

を図った。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
建設局 土工事に

おける数量

計算を適正

に行うべき

もの 

舎人公園Ｂ地区北側園地便益施設新築工事

（その２）は、舎人公園未開園区域の整備に

伴い、売店・休憩所等の便益施設の新築を行

うものである。 

このうち、基礎築造に伴う土工事の積算に

ついて見たところ、根切り（掘削）土量は、

局積算基準によると３７３ｍ３であるにもか

かわらず、９２０ｍ３を計上している。 

そのため、積算額約１４５万円が過大とな

っている。 

 

局は、平成２１年１

月の技術担当課長会

において、工事監査の

結果について報告す

るとともに、再発防止

を徹底するよう注意

喚起を行った。 

 また、所は、課内説

明会、公園緑地部主催

の設計工事担当者会

で指摘事項を周知し、

関係職員に注意喚起

した。 

東京消防庁 外構工事

における信

号機コンク

リート基礎

の積算を適

正に行うべ

きもの 

消防技術安全所（Ｈ１９）外構整備工事は、

構内道路を新設都道に接続させるため、改良

等を行うものである。 

このうち、構内信号機移設の積算について見

ると、同信号機のコンクリート基礎の鉄筋量

は、約１２．７ｋｇであるにもかかわらず、

１，０００倍の１２．７ｔとして計上されて

いる。 

このため、積算額約１８９万円が過大なも

のとなっている。 

平成２０年３月に

課内会議を開催し、平

成２０年工事監査の

結果を課員に周知し

た。 

 また、今回の指摘事

項についての原因究

明を目的とした事例

研究を実施して、指導

を行った。 

 

交通局 頂部保護

コンクリー

ト工の積算

を適正に行

うべきもの 

浅草線宝町駅エレベーター設置及び防災改

良土木・建築その他工事における躯体頂部の

保護コンクリート工の積算について見たとこ

ろ、コンクリート量は、保護に必要な面積９

５ｍ２に厚さ０．１ｍを乗じ９．５ｍ３と計上

すべきところ、９５ｍ３として計上している。 

  このため、積算額約１６２万円が過大なも

のとなっている。 

   

指摘額については、

平成２０年３月２４

日付けの契約変更に

より減額是正を行っ

た。 

また、平成２１年度

から工事積算基準を

体積表示から面積表

示に変更し、誤りをな

くすようにする。 

 

水道局 設計変更

における道

路舗装の撤

去・復旧工

の数量計算

を適正に行

うべきもの 

大田区矢口一丁目における配水管布設替工

事は、老朽化した配水管の布設替えを行うも

のである。 

このうち、道路舗装の撤去・復旧工につい

て見たところ、現場の舗装構造が当初設計と

異なるため、新たな舗装構造を追加して設計

変更を行っているが、その際に、一部を重複

して計上している。 

このため、積算額約３３９万円が過大なも

のとなっている。 

指摘箇所の誤りに

ついては、平成２０年

５月２６日付で契約

変更を再度行い、適正

な数量に修正した。 

また、設計変更時に

おいて担当者以外の

二重チェックを行い、

チェック体制を強化

するよう平成２０年

６月及び８月の給水

部系列の設計係長会

で周知した。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
水道局 到達立坑

における圧

入工の積算

を適正に行

うべきもの 

大井給水所（仮称）から品川区八潮三丁目

地先間送・配水管新設工事は、大井給水所（仮

称）の築造に伴い、第一城南幹線から給水所

への送水管（１０００ｍｍ）及び給水所から

地区配水のための配水本管（８００ｍｍ）を、

さや管による推進工法で施工するものであ

る。 

このうち、到達立坑築造の設計変更におけ

る鋼製セグメントの圧入工の積算について見

たところ、圧入に必要な発動発電機の運転の

日数は、３２．８日であるにもかかわらず、

３２８日として計上している。 

このため、積算額約３６１万円が過大なも

のとなっている。 

指摘額については、

平成２０年１０月７

日付の契約変更によ

り減額是正した。 

また、東部・西部建

設事務所進行管理会

議及び工務・工事係長

会において、本案件に

ついて周知した。 

さらに、再発防止の

ために、設計及び施工

部所に対し、設計積算

の適正と審査の徹底

を指示した。 

中央卸売市

場 

専門工事

業者に直接

発注する場

合における

石綿処理工

事の共通費

の計上を適

正に行うべ

きもの 

１９築地市場水産物部立体駐車場１階石綿

除去工事は、立体駐車場の耐火被覆材に石綿

が含有していたため、除去し改修するもので

ある。 

ところで、市場基準では、専門工事業者に

直接発注する場合、共通費は一般的な工事に

おける共通費率でなく、低減された共通費率

を用いることになっている。 

しかし、本工事は、専門の石綿処理業者に

直接発注しているにもかかわらず、一般的な

工事における共通費率を用いて計上してい

る。このため、積算額約７０８万円が過大な

ものとなっている。 

事業部施設課全体

会等において指摘の

内容を説明し、原因や

問題点などを整理し

た結果を伝え、周知徹

底と注意喚起を図る

とともに、「工事積算

チェック役割分担表」

の様式を変更し、チェ

ック漏れが起こらな

い体制をとるよう指

示した。 

建設局 大型標識

柱を含む工

事の諸経費

を適正に計

上すべきも

の 

自転車道整備工事（１９一－１）は、既設

歩道にカラー舗装を用いて自転車通行帯と歩

行者通行帯を明示するものである。 

また、街路築造工事（１９北南－調布３・

２・６その３）は、都市計画道路の調布３・

２・６調布保谷線の整備に伴い街きょ工、車

道及び歩道舗装工、電線共同溝設置工等を施

工するものである。 

この２件の工事の諸経費について見たとこ

ろ、本工事とは別途に製作する大型標識柱の

材料費を諸経費（共通仮設費、現場管理費）

の対象額として算出し計上しているが、局積

算基準によると、対象額に含めないこととし

ている。 

このため、両工事合わせて、積算額約２９

６万円が過大なものとなっている。 

 

局は、平成２１年１

月の技術担当課長会

において、工事監査の

結果について報告す

るとともに、再発防止

を徹底するよう注意

喚起を行った。 

第一建設事務所で

は平成２０年１０月

及び１１月、北多摩南

部建設事務所では９

月及び１１月に行っ

た各所の課長会にお

いて、設計単価表に定

めのない材料を積算

システムへ入力する

際は十分注意するこ

と、設計者とは別の職

員が内容をより入念

にチェックすること

の２点を確認した。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
総務局 昇降機点

検保守委託

の履行確認

を適切に行

うべきもの 

職員福生住宅昇降機定期点検保守委託で

は、点検項目及び点検内容を「維持保全業務

標準仕様書」に定めて保守業務を実施するこ

ととしている。 

しかし、受託者から提出された点検報告書

について見たところ、同仕様書に定められた

点検項目等を満たしておらず、点検時の作業

内容を確認するための写真も提出されていな

い。 

このため、本委託の履行確認が適切に行わ

れていない。 

 

平成２０年度契約

の受託者に対して、

「維持保全業務標準

仕様書」又はこれと同

等の報告書を使用し、

点検等作業内容を確

認できる写真を併せ

て提出するよう指導

した。 

また、平成２０年１

１月分の点検から、写

真の提出による履行

確認を行っている。 

 

 

 

交通局 昼夜区分

の契約変更

を適正に行

うべきもの 

三田線巣鴨駅・西巣鴨駅間通風口移設工事

（その２）は、通風口を拡幅された歩道へ移

設するものである。このうち、本工事の土留

工、路面覆工について見たところ、当初設計

では全て夜間施工として費用が計上されてい

る。 

しかし、地下埋設物占用企業者間の工程調

整により、大半の箇所において同工事が昼間

施工で実施されているにもかかわらず、監査

日（平成２０．２．７）現在、請負者と昼間

施工への工事変更の協議が行われていない。 

 このため、積算額約２２２万円が過大なも

のとなっている。 

 

 

 

平成２０年２月１

５日付けの契約変更

により工期の延長を

行い、同年８月１１日

付けの契約変更によ

り、減額是正を行っ

た。 

また、指摘趣旨につ

いては、平成２０年５

月に全体会議を開催

し周知した。 

水道局 高所作業

における安

全性を高め

るため、手

すり先行工

法による枠

組足場を適

正に行うべ

きもの 

金町浄水場薬品注入所外壁補修工事は、薬

品注入所の外壁を補修をするものであり、局

の工事では、軒の高さ１０ｍ未満の木造家屋

等低層住宅建築工事を除き、枠組足場を設置

する場合は、手すり先行工法を採用すること

としている。 

しかし、本工事の場合、足場の高さが約１

４ｍになるにもかかわらず、手すり先行工法

による枠組足場で行われていない。 

所は、平成２０年７

月開催の係長連絡会

において、高所作業時

の足場は、手すり先行

工法による枠組足場

とすることを職員へ

指導徹底するよう周

知した。 

また、金町浄水場工

事等安全協議会にお

いて、請負者に対し、

手すり先行工法を採

るよう周知徹底した。
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
水道局 公共工事

における監

理技術者の

専任の確認

を適正に行

うべきもの 

大田区新蒲田三丁目内の配水小管布設替工

事における監理技術者の配置について見たと

ころ、請負会社の経営業務の管理責任者であ

り、営業所の専任技術者でもある取締役社長

が監理技術者として通知されている。 

しかし、公共性のある工作物に関する重要

な工事（土木工事では、２，５００万円以上）

では、監理技術者は、工事現場ごとに専任の

者でなければならず、経営業務の管理責任者

や営業所の専任技術者が兼任できないとされ

ている。 

このため、本工事で取締役社長が監理技術

者を兼任することは適正でない。 

 

平成２０年９月に、

届出のあった配置予

定監理技術者が代表

者と同じ場合には、電

子調達システム上で

自動的にチェック対

象となるよう、システ

ムに機能を追加する

とともに、疑義がある

場合には証明できる

書類を提出させるな

ど、工事における監理

技術者の専任の確認

を徹底した。 

また、各契約担当部

所に対し周知を行っ

た。 

 

教育庁 工事契約

を適正に行

うべきもの 

都立野津田高等学校（１８）入浴実習室特

殊浴槽設置工事は、福祉科実習授業で使用す

る介護用特殊浴槽等を設置するものである。

このうち、本件の契約について見たところ、

重要備品である介護用特殊浴槽等を備品購入

費ではなく、工事請負契約で調達しており不

適正である。 

さらに、工事請負契約としたことにより、

共通費の積算額約８５万円が過大なものとな

っている。 

庁は、指摘趣旨につ

いて、平成２０年４月

に営繕課施設整備係

建築担当者会を実施

し、指摘事例を基に、

契約部門と協議し、適

切な予算科目で執行

することを確認し、適

正に工事を実施する

ことを促した。 

また、同年１０月に

営繕課長主催の営繕

課・３学校経営支援セ

ンター技術職合同打

合せ会を開催し、指摘

内容について説明し、

改めて周知・徹底を図

った。 
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〔平成２０年財政援助団体等監査〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
生活文化ス

ポーツ局 

 指定管理

者業務の物

品の取扱い

を適正に行

うべきもの 

局は、指定管理者である事業団に対して、

管理運営業務に必要な物品については、保全

物品整理簿等に記載のうえ、事業団に使用さ

せるとしている。 

ところで、事業団が委託料で購入した物品

について見たところ、これらの物品は都に帰

属するにもかかわらず、局は、この物品につ

いて、①東京都物品管理規則に基づく登録を

行っていない、②保全物品整理簿等に反映さ

せていないなど、物品の取扱いが適正でない。 

今回登録が漏れた

物品については全て

点検を行い、平成２０

年１２月１日付で東

京都物品管理規則に

基づく登録を行い、保

全物品整理簿等への

反映を行った。 

生活文化ス

ポーツ局 

（財団法人

東京都スポ

ーツ文化事

業団） 

 プリペイ

ドカードの

管理を適正

に行うべき

もの 

事業団は、指定管理者として施設利用料の

プリペイドカードを作成し、管理運用してい

るが、このプリペイドカードの管理状況につ

いて見たところ、次のとおり、適正でない事

例が認められた。 

① 事業団財務規程によれば、事務局長は、

有価証券及びこれに準ずるものについては、

その現在高と関係帳簿とを照合しなければな

らないとされているが、プリペイドカードに

ついて、平成１８年度及び平成１９年度は、

毎月末及び年度末に現在高照合を行っていな

い。 

② 事務局はプリペイドカードを作成し、各

事業所に払い出しているが、事務局の払出記

録と事業所の受入記録が一致していない。 

プリペイドカード

の管理については、平

成２０年１１月から、

毎月末に数量の確認

をするとともに、受払

簿を事務局へ提出さ

せて記録を照合し、月

末現在の残高確認を

行っている。 

また、プリペイドカ

ードの記録について

は、全て点検を行い、

平成２０年１１月６

日付で払出簿等へ反

映させた。 

教育庁 

（財団法人

東京都スポ

ーツ文化事

業団） 

自動販売

機の設置等

の取扱いを

適正に行う

べきもの 

指定管理者制度においては、公の施設内の

自動販売機等の便益施設の設置等について、

協定等に定めることにより指定管理者に行わ

せることができるものとされている。   

教育庁は、指定管理者として事業団に埋蔵

文化財調査センター等の管理運営を行わせて

いるが、事業団は基本協定に定めがないにも

かかわらず、自動販売機の設置及び窓口販売

による収益を事業団のものとしており、適正

でない。 

地域教育支援部は、

平成２１年１月に事

業団が提出した、自動

販売機の設置に係る

事項を追加した「平成

２０年度事業計画書」

を承認し、また、当該

事項の経理の明確化

について指導した。 

生活文化ス

ポーツ局 

（財団法人

東京都スポ

ーツ文化事

業団） 

公の施設

の撮影等一

時占用に係

る取扱いを

適切に行う

べきもの 

事業団は、指定管理者として管理運営して

いる公の施設において、事業団の取扱基準に

より一時占用の承認を行い、撮影等協力金を

徴収し、事業団の収入としている。 

しかし、都において何ら定めがないにもか

かわらず、事業団が一時占用者から撮影等協

力金を徴収し、事業団の収入としていること

は適切でない。 

公の施設の撮影等

一時占用に係る取り

扱いについて、指定管

理者が実施する利用

者サービス事業とし

て整理し、平成２０年

１１月２８日付で、指

定管理者より事業計

画書の変更申請を提

出させ、同日、局も承

認した。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 

生活文化ス

ポーツ局 

（学校法人

日出学園） 

会計処理

を適正に行

うべきもの 

私立学校経常費補助金の交付を受けている

学校法人は、学校法人会計基準に基づき、毎

会計年度、当該会計年度の諸活動に対応する

すべての収入及び支出の内容を明らかにしな

ければならない。 

しかし、学校法人日出学園の日出幼稚園は、

平成１８年度に交付決定のあった１２万円及

び平成１９年度に交付決定のあった２４万円

の私立幼稚園預かり保育推進補助金を当該年

度の収入として計上せず、それぞれ翌年度の

収入として計上している。 

法人は、平成２０年

度の補助金について

当該年度の収入とし

て計上した。 

また、局は、平成２

１年３月開催の「平成

２０年度学校法人会

計基準研修会」におい

て、指摘事項を含む学

校法人会計の適正な

処理についての指導

を行った。 

 

生活文化ス

ポーツ局 

（学校法人

田村学園） 

情報化推

進補助に係

る補助金の

返還を求め

るべきもの 

局は、教育用コンピュータ等をレンタル又

はリース方式により整備している場合に、パ

ソコン本体の台数に応じて補助金を交付して

いる。 

学校法人田村学園の多摩大学目黒高等学校

及び多摩大学目黒中学校では、整備したパソ

コン全てを高校で使用するものとして、補助

金の交付を受けているが、当該パソコンの使

用実態を見たところ、中学・高校共用である

ことから、台数により按分する必要があり、

使用実態に応じて按分すると、平成１８年度、

１９年度合計で１２万２００円が過大に交付

されている。 

 

過大に交付した補

助金については、平成

２１年２月６日に返

還させた。 

生活文化ス

ポーツ局 

（学校法人

冲永学園、

学校法人大

森学園、学

校法人駒澤

学園） 

補助対象

者の申請を

適切に行う

べきもの 

① 局は、私立高等学校が行う都内公立中学

生に対する就学促進事業に対し補助金を交付

しているが、その交付状況についてみたとこ

ろ、学校法人冲永学園の帝京八王子高等学校

が、補助対象である都内公立中学校出身者数

を過大に申請していた。 

そのため、補助金２万５，０００円が過大

に交付されている。 

② 局は、麻しんに未罹患でかつ予防接種を

受けたことのない生徒及び児童に実施する予

防接種の経費（ワクチン代費用相当額を除

く。）に対し補助金を交付しているが、その交

付状況についてみたところ、学校法人大森学

園の大森学園高等学校及び学校法人駒澤学園

の駒沢学園女子高等学校は、補助対象者を過

大に申請していた。 

そのため、両法人で補助金９，０００円が

過大に交付されている。 

 

 

① 過大に交付した

補助金については、平

成２１年２月１６日

に返還させた。 

② 過大に交付した

補助金について、学校

法人大森学園は平成

２１年２月６日に、学

校法人駒澤学園は平

成２１年２月１２日

に返還させた。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
総務局 

（財団法人

東京都島し

ょ振興公社） 

会計処理

を適正に行

うべきもの 

公社は、島しょ地域の観光の振興を図るた
め、特産品の紹介及び販売等を行っているが、
その会計処理について見たところ、次のとお
り適正でない事例が認められた。 
① イベント会場での試飲・試食用として商
品を８,７７４円を払出しているが、これらは
広告宣伝に用いたものであることから、展示
販売事業費・広告宣伝費に振り替えるべきで
あるにもかかわらず、展示販売事業費・特産
品費のまま費用処理している。 
② 売上金の過不足分について、現金過不足
勘定などを設けて収入及び費用の処理をすべ
きであるにもかかわらず、過不足を生じてい
る現金有り高をそのまま売上金額として収入
に計上している。 
③ 支出科目を観光振興事業費・広告宣伝費
として計上すべき広告掲載料について、観光
振興事業費・雑費として処理している。 

①及び③について
は、適正な会計処理の
ため、広告宣伝費の科
目設定を行うことを
平成２１年２月２６
日理事会において決
定した。 

②については、公社

会計システムに現金

過不足勘定を新たに

設け、適正な処理を行

うこととした。 

都市整備局 

（財団法人

東京都新都

市建設公社） 

工事写真

の確認を徹

底するとと

もに、撮影

について請

負者を適正

に指導、監

督すべきも

の 

八王子市元八王子町一丁目３８３番地先外

下水道築造５２（公１４工区）工事において、

請負者より提出のあった工事記録写真につい

て見たところ、山留工等の写真において、本

工事区域内の異なる場所で撮影した写真を不

適正に使用している事例が認められた。 

 

公社は、工事記録写

真管理フローを新た

に作成し、確認を徹底

した。 

また、平成２０年１

１月に各事務所に対

し、より一層工事施工

の適正化に努めるよ

う、周知した。 

都市整備局 

（財団法人

東京都新都

市建設公社） 

効率的な

資金運用に

努めるべき

もの 

公社は、資金管理規程等を定め、基本財産

及び余裕資金を確実かつ高い運用益が得られ

る方法で管理・運用するとしているが、以下

のとおり、非効率な運用状況が認められた。 

① 基本財産１，３００万円について、大口

定期預金（平成１８年度及び平成１９年度、

利率０．０８％～０．６％、１年もの中心）

で運用しているが、公社の基本財産は、運用

専用の財産であるため、長期運用が可能であ

り、利率の良い１０年公債などで運用すべき

である。 

② 余裕資金（特定資産８１億円分）のうち

２１億円（満期受領額）について、平成１５

年６月発行の第１２回東京都公募公債（５年

もの、０．１％の金利）で運用しているが、

次回、次々回等の５年債で運用した場合は、

数倍の金利収入が見込めた。 

また、余裕資金全てを５年債で運用するの

ではなく、可能な範囲で利率の良い１０年債

へ分散投資するなどの運用も検討すべきであ

る。 

① 現在、自由金利型

定期預金（預入期間平

成２０年３月１９日

～平成２１年３月１

６日、利率０．７７％）

で運用しており、今後

とも効率的な資金運

用に努めていく。 

長期運用について

は、今後、景気回復期

待により金利が上昇

するタイミングに合

わせて、実施する。 

② 現在、政府保証債

（ １ ３ 億 円 ０ ．９

０％）及び国際協力銀

行債及び公営企業債

（８億円１．４７％、

１．５６％）にて運用

しており、今後とも効

率的な資金運用に努

めていく。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
都市整備局 

（財団法人

東京都新都

市建設公社） 

環境物品

等の適切な

調達につい

て検討すべ

きもの 

都は、公共工事において「環境物品等調達

方針（公共工事）」（以下「方針」という）を

定めており、この適用範囲は都の監理団体の

施行する工事も含むとされている。 

ところで、公社が道路や下水道の築造工事

等で使用しているコンクリート二次製品等に

ついて見たところ、方針において特定調達品

目と定められているＣＯ２排出量のより少な

い高炉セメント等を用いた製品を積極的に使

用していなかった。 

仮に、平成１９年度工事で使用した二次製

品等に、高炉セメントが用いられた場合、約

６００ｔのＣＯ２排出量の削減が可能である。 

 

公社は、東京都環境

物品調達方針（公共工

事）の規定に従い、調

達方針に定められた

環境物品等を選択す

ることを、特記仕様書

に新たに追記した。 

当該仕様書は、平成

２１年度の対象工事

から適用するととも

に、平成２１年２月

に、各事務所に対し、

環境物品等の適切な

調達を図るよう、周知

徹底した。 

 

 

都市整備局 

（東京都住

宅供給公社） 

近傍同種

家賃調査に

係る契約を

適切に履行

させるべき

もの 

公社は、都民住宅及び農住モデル住宅の家

賃改定に当たり、近傍同種家賃の調査を、委

託契約を２４１万３，９５０円で締結（以下

「当初契約」という。）している。 

ところが、農住モデル賃貸住宅１２団地分

の調査が履行期限内に行えなくなったため、

契約を変更し、当該団地分のみ当初契約から

除外して、委託料２３１万６，８１４円を支

払い、除外した農住モデル賃貸住宅１２団地

分については、別途、５０万４，０００円で

委託している（以下「別途契約」という。）。 

しかし、当初契約の履行期限を延長し、当

初契約の受託者に農住モデル賃貸住宅分を行

わせれば、別途契約によるよりも早期かつ安

価に、調査結果を得ることができることから、

違約金を考慮せずに算定したとしても、４０

万余円が不経済支出となっている。 

 

近傍同種家賃調査

の受託者に対し、進捗

状況の報告をさせる

など、進行管理を適切

に行うことにより、履

行遅滞の回避を図っ

ていく。 

また、万が一、履行

遅滞となるおそれが

ある場合は、その事情

に応じて履行期限の

延長または受託者の

変更について、早期か

つ適切に判断してい

く。なお、履行遅滞と

なった場合は、契約に

基づき違約金を徴収

する。 

 

都市整備局 

 

余剰資金

を運用でき

るよう都営

住宅等の管

理に係る基

本協定を見

直すべきも

の 

公社は、地方住宅供給公社法により、銀行

預金及び国債・地方債等により余剰資金を運

用できることとなっているが、都営住宅等の

管理に係る基本協定により、公社は、保証金

を専用の口座で管理しなければならないとし

ている。このため、国債・地方債等を購入す

ることができず、銀行預金による運用に限定

されることとなっている。 

 

 

平成２１年度以降

の管理に係る基本協

定について、運用リス

クの少ないものに限

り、保証金を運用でき

るよう改正した。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 

環境局 

（財団法人

東京都環境

整備公社） 

契約事務

を適切にす

べきもの 

公社は、「洗車場他電気設備工事（以下「当

該工事」という。）」をＣと特命随意契約（工

事期間：平成１８．１２．２８～平成１９．

２．２８）しているが、その特命理由を見る

と、現在、Ｃが実施しているキュービクル交

換工事を進めるにあたり、電源等の取り合い

が生じ、また関連工事とも輻輳することから、

当該工事を効率的かつ円滑に進めるためとし

ている。 

しかし、①公社本社キュービクル交換工事

は、当初予定どおり、平成１８年１２月２８

日には完了しており、当該工事の進捗状況を

適切に把握していれば、電源等の取り合いが

生じないことは予め判断できたこと、②関連

工事となっている洗車場他増築工事（工事期

間：平成１８．１２．２８～平成１９．２．

２８、契約相手先：Ｄ）は、当該工事の工事

期間と同じであるが、別段、公社本社キュー

ビクル工事と同じ業者に行わせる理由はない

ことから、特命随意契約としていることは適

切でない。 

契約事務について

は、公社財務規程に則

り適切に執り行うこ

と及び特命随意契約

とする場合について

は、実施起案協議時に

特命理由の内容精査

を厳格に行うよう、平

成２１年１月に開催

された幹部職員によ

る業務連絡会で周知

するとともに、同日、

各課長を通じて契約

事務を適切に行うよ

う、文書にて周知を図

った。 

環境局 

（財団法人

東京都環境

整備公社） 

特別会計

の経理につ

いて見直す

べきもの 

公社は、「東京都環境科学研究所研究等及び

管理運営等業務委託」（以下「都からの研究業

務委託」という。）を受託するに当たり、研究

業務委託の経理を明確にするために特別会計

を設置しているが、他機関からの受託研究の

収入支出も一括して経理しているため、都か

らの研究業務委託を精算する際に、精算用の

資料を作成し、局はその資料で精算内容を確

認している状況が認められた。 

しかし、特別会計に事業区分を設けるなど、

都からの研究業務委託及び他機関からの受託

研究に要した収入支出を区分して経理したう

えで、精算を行うべきである。 

平成２０年度から

は、特別会計の中に事

業区分を設けて、各事

業の収支が経理でき

るよう会計帳票を改

めた。 

福祉保健局 

（大島町） 

補助金の

返還を求め

るべきもの 

町は、島しょ地区の住民を対象とした基本

健康診査等に係る事業費の一部について、都

から補助金の交付を受けている。 

この補助金の交付状況を見たところ、基本

健康診査に係る補助金の対象者は、３０歳以

上４０歳未満の者となっているにもかかわら

ず、対象者以外（２５歳～２９歳）の人員を

含めて算定していることが認められた。 

この結果、１５万８，０３２円が過大に交

付されている。 

 

過大に交付した補

助金については、平成

２０年７月３日に返

還させた。 

今後、大島町は要綱

を十分理解するとと

もに、内部確認体制を

充実させることとし

た。また都は、マニュ

アルの改善を行うこ

ととした。 



  - 39 -

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 

福祉保健局 

（大島町） 

補助金の

返還を求め

るべきもの 

町は、町が実施した「子ども家庭支援セン

ター事業」について、都から補助金の交付を

受けている。 

この補助金交付状況について見たところ、

補助対象経費ではない「工事請負費」５１万

８,０００円が含まれていることが認められ

た。この結果、５万８,０００円が過大に交付

されている。 

町に実績報告の修

正書類を提出させ、局

が再度計算した結果、

補助対象経費が補助

基準額を上回ったこ

とが認められた。 

また、実績報告の提

出依頼文をよりわか

りやすい内容に改め、

審査時のチェックリ

ストを作成した。 

福祉保健局 

（八丈町） 

補助金の

返還を求め

るべきもの 

町は、町が実施した「へき地医療運営事業」

について、都から補助金の交付を受けている。 

この補助金交付状況について見たところ、

ヘリコプター等添乗医師確保事業における基

準額の単価について、常勤医師と非常勤医師

を誤って算定したため、８，０００円が過大

に交付されている。 

過大に交付した補

助金については、平成

２０年７月２５日に

返還させた。 

 

福祉保健局 

（財団法人

城北労働・

福祉センタ

ー） 

健康相談

室運営業務

委託契約に

係る財産管

理を適正に

行うべきも

の 

財団では、健康相談室運営業務委託契約を

Ｅ（以下「受託者」という。）と締結している

が、この委託契約に伴う物品取扱要領では、

委託料で購入した物品について、契約期間終

了後、受託者は財団に返還するものとしてお

り、財団は、自らの財産として整理すること

となっている。 

しかし、受託者が平成１９年度に委託契約

業務のなかで、ＡＥＤを２台購入設置してい

ることを財団は精算書により把握しているに

もかかわらず、これを固定資産として整理し

ていないのは適正でない。 

ＡＥＤ２台につい

て、平成２０年１２月

１日付で備品登録処

理を行った。また、過

年度修正益として会

計処理を行った。 

福祉保健局 

（社会福祉

法人ナオミ

の会） 

補助金の

返還を求め

るべきもの 

法人は、保育所の運営等に要する費用の一

部について、都から補助金の交付を受けてい

る。 

この補助金交付状況について見たところ、

補助金対象である利用零歳児数を誤って実績

報告を提出したため、１３万５，０００円が

過大に交付されている。 
 

過大に交付した補

助金については、平成

２１年１月２９日に

返還させた。 

各保育園に対し、実

績に対する加算につ

いて誤認のないよう、

注意喚起する通知文

を送付した。 

福祉保健局 

（社会福祉

法人東京愛

育苑） 

補助金の

返還を求め

るべきもの 

法人は、保育所の運営等に要する費用の一

部について、都から補助金の交付を受けてい

る。 

この補助金交付状況について見たところ、

補助対象である毎月初日対象零歳児数及び外

国人児童受入数について、誤って実績報告を

提出したため、３８万円が過大に交付されて

いる。 
 

過大に交付した補

助金については、平成

２１年２月１８日に

返還させた。 

各保育園に対し、実

績に対する加算につ

いて誤認のないよう、

注意喚起する通知文

を送付した。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 

福祉保健局 

（社会福祉

法人子供の

家） 

補助金の

返還を求め

るべきもの 

法人は、保育所の運営等に要する費用の一

部について、都から補助金の交付を受けてい

る。 

この補助金交付状況について見たところ、

補助金対象である加算対象者数を誤って実績

報告を提出したため、１万７，０００円が過

大に交付されている。 

 

過大に交付した補

助金については、平成

２１年３月６日に返

還させた。 

また、平成２１年１

月に、当該補助金等の

事務説明会を開催し、

補助対象施設に対し、

適正な申請等につい

て周知徹底・指導を行

った。 

福祉保健局 

（社会福祉

法人江寿会）

補助金の

返還を求め

るべきもの 

法人は、ケアハウスの事務費の一部につい

て、都から補助金の交付を受けている。 

この補助金交付状況について見たところ、

補助金対象である利用人員を誤って算定した

ため、補助金９，３９６円が過大に交付され

ている。 

 

過大に交付した補

助金については、平成

２０年１２月２５日

に返還させた。 

全対象法人に対し

て、誤認のないよう注

意喚起する通知を送

付した。 

福祉保健局 

（社会福祉

法人生光会）

補助金の

返還を求め

るべきもの 

法人は、養護老人ホームの運営等に要する

費用の一部について、都から補助金の交付を

受けている。 

この補助金交付状況について見たところ、

補助金対象である介護予防及び無年金者処遇

の加算対象者数を誤って実績報告を提出した

ため、２万１，０００円が過大に交付されて

いる。 
  

過大に交付した補

助金については、平成

２０年１２月５日に

返還させた。 

加算対象者の入退

所日、無年金者の確認

については、内容精査

を徹底するよう、連絡

した。 

福祉保健局 

（社会福祉

法人至誠学

舎東京） 

補助金の

返還を求め

るべきもの 

法人は、保育所の運営等に要する費用の一

部について、都から補助金の交付を受けてい

る。 

この補助金交付状況について見たところ、

補助金対象である延長保育事業の利用零歳児

数を誤って実績報告を提出したため、６３万

６，０００円が過大に交付されている。 

過大に交付した補

助金については、平成

２１年２月２０日に

返還させた。 

各保育園に対し、実

績に対する加算につ

いて誤認のないよう、

注意喚起の通知文書

を送付した。 

福祉保健局 

（社会福祉

法人上宮会）

契約手続

きを適正に

行うべきも

の 

局は、法人に対し、清瀬リハビリテーショ

ン病院の医療施設近代化施設整備工事を対象

として、平成１９年度に補助金１，１１８万

６，０００円を交付し、法人は内装工事を２，

０１５万３，２９５円でＦと随意契約を締結

している。 

しかし、補助対象工事に係る契約で随意契

約によることができるのは、契約金額が２５

０万円以下のものとされており、内装工事に

係る法人の契約手続きは適正でない。 

基準に則り適正な

手続を行うよう、法人

を指導した。 

また、再発防止に向

け、補助対象事業者に

対し、注意喚起の文書

を２０福保健感第７

４８号で通知し、周

知・徹底を図った。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 

福祉保健局 

（学校法人

日本大学） 

補助金の

返還を求め

るべきもの 

法人は、医療保護入院者の定期病状報告書

等提出業務について、都から、報告書１通に

つき３，０００円の補助金の交付を受けてい

る。 

この補助金交付状況について見たところ、

補助対象である報告書の実績を誤ったため、

２万７，０００円が過大に交付されている。 

 

過大に交付した補

助金については、平成

２１年１月１３日に

返還させた。 

審査体制について

は、報告書と実績及び

補助金の請求件数に

ついて二重にチェッ

クを行うなど、強化改

善を図った。 

福祉保健局 

（学校法人

東京医科大

学） 

補助金の

返還を求め

るべきもの 

法人は、医療保護入院者の定期病状報告書

等提出業務について、都から、報告書１通に

つき３，０００円の補助金の交付を受けてい

る。 

この補助金交付状況について見たところ、

補助対象である報告書の実績を誤ったため、

２万１，０００円が過大に交付されている。 

 

過大に交付した補

助金については、平成

２１年１月１６日に

返還させた。 

審査体制について

は、報告書と実績及び

補助金の請求件数に

ついて二重にチェッ

クを行うなど、強化改

善を図った。 

福祉保健局 

（学校法人

日本大学） 

補助金の

返還を求め

るべきもの 

局は、がん診療連携拠点病院の機能の充実

強化等のため、拠点病院に補助金を交付して

いる。 

この補助金交付状況について見たところ、

法人は、近隣の紹介元の医療機関を対象に、

がん診療に係る講演会及び意見交換を目的と

した懇親会を開催し、当該経費の全額を補助

該当事業経費として実績報告していた。 

しかし、懇親会の費用は事業の実施に必要

な経費とは認められず、５２万４，０００円

の補助金が過大に交付されている。 

過大に交付した補

助金については、平成

２１年２月２３日に

返還させた。 

 

産業労働局 

（地方独立

行政法人東

京都産業技

術研究セン

ター） 

資産見返

勘定に係る

会計処理を

適正に行う

べきもの 

地方独立行政法人会計基準によれば、償却

資産である固定資産を補助金等で取得した場

合、取得に充てられた金額を貸借対照表上の

資産の部に計上するとともに、その同額を財

源ごとに一旦資産見返勘定として負債計上

し、さらに、毎事業年度減価償却費を計上す

るとともに、減価償却費相当額だけ資産見返

勘定を取り崩し、資産見返勘定戻入として収

益化することとされている。 

しかし、平成１８年度の会計処理について

見たところ、資産見返勘定の取崩し処理を誤

ったことから、補助金等によって取得した固

定資産分については３２万４，７６７円過大、

交付金によって取得した固定資産分について

は同額の過少となっていることが認められ

た。   

 

資産見返勘定に係

る会計処理の適正化

を図った。平成１８年

度に生じた貸借対照

表の固定負債の「資産

見返運営費交付金」

（▲３２万４，７６７

円）と「資産見返補助

金等」（＋３２万４，

７６７円）の計上額の

差異が繰り越されて

いるので、上記３２万

４，７６７円を加減し

て適正な額に修正し

た。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 

産業労働局 

 

商工会議

所等に対す

る検査事務

をより実効

性のあるも

のとすべき

もの 

局は、商工会議所等が実施する小規模事業

経営支援事業において、補助事業の運営及び

経理等の状況について検査を行っているが、

検査の報告書を見たところ、「調査結果」欄

に、○、×、△が記入されており、問題点や

指導内容が具体的に記載されていない。 

これでは、商工会議所等における事務のい

かなる部分に問題があるのかがチェックでき

ず、継続的な改善の指導を図ることにも支障

を来たし適切ではない。 

 

 

団体を指導する検

査様式については、検

査項目、問題点や指導

内容が具体的に記載

されるよう様式を整

備した。 

産業労働局 

（東京商工

会議所） 

観光事業

調査報告書

を関係機関

に送付する

など補助事

業を適正に

行うべきも

の 

東京商工会議所（以下「東商という。」）

は「江戸東京観光推進コンソーシアム推進調

査事業報告書」を作成している。 

報告書の内容は、観光事業全般に関する現

状分析や今後の事業展開に関する計画の提案

であり、都や区市町村、他の商工会議所など

と連携をとりながら推進していくものである

にもかかわらず、報告書はすべて東商の内部

のみに配布されていた。 

 

 

観光事業の連携を

図るため、都内区市町

村、各商工会議所及び

商工会連合会へ報告

書を送付することと

した。 

水道局 

（東京水道

サービス株

式会社） 

工事契約

を適正に行

うべきもの 

会社では、旧立川市水質試験室を立川サー

ビスステーションメータ倉庫に改修するた

め、「立川サービスステーションメータ倉庫改

修工事」（契約期間：平成２０．２．２６～３．

２８）をＧ（以下「受託者」という。）と特命

随意契約しているが、この契約について見た

ところ、次のように不適正なものが認められ

た。  

① 会社の事務規程では、契約は原則的に競

争契約によるとしているが、本工事は、特殊

な技術を必要としない一般的な工事であるに

もかかわらず、特命随意契約としている。 

① 平成２０年１２

月の部長会において、

契約は原則として競

争契約によるものと

するよう確認すると

ともに、同年１１月に

全社員に対し、特定契

約を締結する場合は

随意契約理由を稟議

書に記載するよう周

知した。 

  ② 会社は、受託者が監査日（平成２０．１

０．１）現在においても、当該工事において

発生した産業廃棄物を適正に処分していない

にもかかわらず、工事が完了したとして、契

約金額を支払っている。 

② 当該産業廃棄物

は、平成２０年１０月

１０日に処分した。 

併せて、同年１１月

に全社員にマニフェ

ストの取扱いについ

て周知した。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 

水道局 

（東京水道

サービス株

式会社） 

会計処理

を適正に行

うべきもの 

会社の財務諸表（第２２期（平成１９．４．

１～平成２０．３．３１））を見たところ、次

のとおり不適正な会計処理が認められた。 

 会社は、火災保険料については、賃借開始

日から期末までを当期の費用として売上原価

に算入し、次期以降の分は、前払費用及び長

期前払費用として貸借対照表に資産として計

上するものとされている。 

しかし、決算における砂川寮（１２戸）の

火災保険料の会計処理を見たところ、前納し

た火災保険料について、賃借開始日から期末

までの火災保険料だけでなく、次期以降の分

に当たる火災保険料も当期の費用として売上

原価に算入しており、適正でない。 

 平成１９年度保険

料については、平成２

１年２月１３日付で

過年度損益修正を行

った。 

また、第２３期（平

成２０年度）決算で平

成２０年度分保険料

は売上原価として、平

成２１年度保険料は

流動資産として決算

を行う。 

 

水道局 

（東京水道

サービス株

式会社） 

勘定科目

の計上基準

を定めるべ

きもの 

会社の会計帳簿等は、企業会計原則及び中

小企業の会計に関する指針に基づいて作成さ

れている。 

ところで、雑収入について見たところ、過

年度に係る減価償却超過額戻入（８，３１５万

余円）が認められた。 

しかし、前期損益修正に該当するもののう

ち、金額の僅少なもの又は毎期経常的に発生

するものを除いては特別損益項目に属すると

されていることから、特別利益として計上す

べきである。また、この相違は、会社におい

て勘定科目の計上基準が定められていないこ

とによるものである。 

勘定科目における

特別損益の計上基準

を定めた。今後は計上

基準に基づき、適切な

会計処理に努める。 
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〔平成２０年随時監査〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
産業労働局 

 

 契約手続

きを適正に

行うべきも

の 

農林水産部の物品購入契約について、契約

原議及び関係人の関係書類等を、照合したと

ころ、次のとおり、適正ではない状況が認め

られた。 

① 「イレパネ外３点の購入」の契約では、支

出負担行為等の正規の手続きを行わないま

ま、随時に、業者に物品等を納品させ、後日

それらをまとめて契約関係の書類を作成し、

一括して代金を支払う一括払いを行ってい

る。 

また、納入物品の一部は、契約前年度に納

入されているものを、契約年度の平成１９年

度に納入したとして代金を支払う前年度納入

を行っている。 

② 「名刺ホルダー外７点の購入」の契約では、

一括納入したことになっているが、関係人の

書類等では、１６回に分け納品したとなって

いる。 

また、契約原議の納入物品と実際に納入さ

れた物品とが異なっている。 

 

局では、２０産労総

企第３４８号通知で、

少額支払案件の資金

前渡制度の活用等に

よる適時適切な方法

により債権者への支

払いを行うよう、局内

各部に周知を図った。

部においても、緊急

の場合や、少額な消耗

品を購入する場合に

は、資金前渡制度の活

用を進めるなど、契約

事務・会計事務の適正

な処理に取り組んで

いく。 

産業労働局 契約手続

きを適正に

行うべきも

の 

森林事務所の物品購入契約について、契約

原議及び関係人の関係書類等を、照合したと

ころ、次のとおり適正ではない状況が認めら

れた。 

① 「キーボードカバー外５点の購入」の契約

では、一括納入となっているものの、関係人

の書類等では、３回に分け納品したとなって

いる。 

② 「レターファイル外１９点の購入」の契約

では、一括納入となっているものの、関係人

の書類等では、１０回に分け納入したとなっ

ている。 

 

局では、２０産労総

企第３４８号通知で、

少額支払案件の資金

前渡制度の活用等に

よる適時適切な方法

により債権者への支

払いを行うよう、局内

各部に周知を図った。

所においても、緊急

の場合や、少額な消耗

品を購入する場合に

は、資金前渡制度の活

用を進めるなど、契約

事務・会計事務の適正

な処理に取り組んで

いく。 

 

 

 

 

 

 



  - 45 -

〔平成２０年各会計定例監査〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
知事本局  業務委託

契約に係る

仕様書の作

成を適正に

行うべきも

の 

企画調整部では、「政策情報作成支援システ

ム運用支援委託契約」を特命随意契約で締結

している。 

ところで、財務局経理部長通知では、契約

書に添付する内訳書等には、人数および一人

当たりの単価を表示しないこととされている

にもかかわらず、人数を指定している。 

平成２１年度の政

策情報作成支援シス

テム運用支援委託契

約において、履行体制

に人数を指定しない

こととし、仕様書の適

正化を図った。 

総務局 

（大島支庁） 

 業務委託

に係る積算

を適切に行

うべきもの 

大島支庁がＨと契約している昇降機保守点

検業務に係る積算について見たところ、平成

１８年度及び平成１９年度の各年度の積算額

１５９万６，０００円の中に、業務従事者３

名分の交通費及び宿泊費として７８万３，７

２０円を計上していることが認められた。 

 しかし、「点検作業報告書」を見たところ、

いずれの年度においても、毎月２名が宿泊す

ることなく業務に従事しており、この結果、

交通費及び宿泊費の積算が、４７万１，２４

０円過大となっている。 

平成２１年度の昇

降機保守点検業務委

託契約については、不

要な宿泊費３名分と

交通費１名分を削減

し、積算を適切に行っ

た。 

総務局 

（大島支庁） 

業務委託

契約のあり

方について

見直すべき

もの 

大島支庁は、自家用電気工作物の保安管理

業務について、Ｉと特命随意契約を締結して

いる。 

支庁は、その特命理由を、｢島内には登録業

者がなく、大島において実績のある業者であ

る。｣としているが、①本業務は、電気事業法

施行規則に基づく電気主任技術者の資格を有

する者であれば履行できるものである、②島

内には、指名競争入札参加有資格者名簿に登

載されている事業者が存在する、ことから、

Ｉを特命する特段の理由は認められない。 

平成２１年度の契

約において特命契約

を改め、複数者での競

争見積により契約を

行った。この結果、平

成２０年度契約と比

較して７５万余円の

経済効果が生じた。 

生活文化ス

ポーツ局 

 

旅券の作

成業務委託

契約のあり

方について

検討すべき

もの 

都民生活部は、旅券の作成業務について、

Ｊと特命随意契約を締結している。 

部は、その特命理由として、「旅券作成機に

熟知していることが必要なため、平成１０年

度に外務省が行った旅券作成機の操作研修を

受講していること」、「委託件数が大規模であ

り、業務を履行できる体制があること」をあ

げている。 

しかし、外務省が行った研修を受講した事

業者は他にもあり、他県では、競争性を取り

入れて契約を行っている事例もあることか

ら、旅券の作成業務委託契約のあり方につい

て検討されたい。 

 

平成２１年度旅券

作成業務委託契約に

ついては、安全性、信

頼性の確保に配慮し

つつ、競争性を確保す

るため、一般競争入札

を行った。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 

都市整備局 

 

事業用地

の境界管理

を適切に行

うべきもの 

多摩ニュータウン整備事務所は、秋留台地

区事業用地管理委託（単価契約）により、月

に１度、計８地区の巡回調査を３時間で行っ

ているが、巡回調査の結果を見ると、境界杭

の異常は報告されていない。 

しかし、所が、地元自治体の要望により、

巡回調査とは別に、７番地区の境界杭確認を

指示したところ、境界杭１３９本のうち、２

１本が所在不明となっているなど３０本に異

常があることが認められた。 

所は、境界杭の確認を、毎月の巡回調査に

よらず、別途定期的に行うなど、効率的・効

果的に行い、事業用地の境界管理を適切に行

われたい。 

 

 

巡回調査仕様書の

確認内容から土地境

界石を除いた仕様に

より、２１年度契約を

締結した。 

また、土地境界石の

確認については、毎月

の巡回調査とは別に、

定期的に行っていく。

福祉保健局 

 

会計事務

について適

正な指導を

行うべきも

の 

北療育医療センター外４所（以下「センタ

ー等」という。）における、障害児施設給付費

等に係る利用者負担金の歳入事務等について

見たところ、次のとおり、適正でない事例が

認められた。 

① センター等は、徴収すべき利用者負担金

等の総額が確定した時に、直ちに、歳入調定

を行っていないため、正確な利用者負担金等

の債権総額を把握できていない。 

② センター等は、口座振替方法による徴収

金について、事前に、システムに利用者名や

徴収金額、歳入科目等の登録を行っていない。 

その結果、調定額の登録から収入未済額の

管理に至るまでの債権管理業務を適切に行っ

ているとはいえない。 

 

 

①については、利用

者負担金額が確定し

た時点で、直ちに、歳

入調定の事案決定を

行うよう、平成２０年

６月２７日付事務連

絡により、各施設への

徹底を行い、平成２０

年６月請求分から改

善させた。 

②については、２０

福保障居第２９６４

号にて、各施設に周知

し、平成２１年２月請

求分から実施するよ

う指導した。 

病院経営本

部 

読影診断

報告書入力

業務に係る

契約方法を

見直すべき

もの 

府中病院では、読影診断報告書入力業務委

託契約をＫと特命随意契約により締結してい

る。病院はその特命理由を、豊富な実績を有

し、総合的に信頼性の高い業者であるためと

している。 

しかし、①この理由は具体性を欠いている、

②駒込病院では同様の契約を競争により締結

している、③この業務を行える事業者は複数

存在している、ことから、特命随意契約によ

り業務を委託していることは適切でない。 

 

 

平成２１年度の契

約から競争による契

約方法に改めた。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 

病院経営本

部 

医療機器

の保守点検

に係る契約

方法を見直

すべきもの 

清瀬小児病院では、医療機器の機能を維持

保全するため、保守点検委託契約を特命随意

契約により締結している。 

病院は、その特命理由を、保守・メンテナ

ンスを行っている唯一の代理店であり、技

術・部品供給体制を有するのは当該業者のみ

であるためとしている。 

しかし、①実際の保守は、医療機器製造会

社、又は、その系列の保守会社が実施してい

る、②当該委託を履行できる業者が他にも存

在している、ことから、特命随意契約により

業務を委託していることは適切でない。 

 

 

 

 

平成２１年度の契

約から競争による契

約方法に改めた。この

結果、平成１９年度契

約と比較して７９万

余円の経済効果が生

じた。 

 

病院経営本

部 

効果的、

効率的なシ

ステム開発

等に取り組

むべきもの 

本部は、新たな病院事業財務会計システム

を構築するため、平成１７年度に概要・基本

設計委託をした業者に、平成１８年度、詳細

設計・構築委託（契約金額：９，５９７万円）

を特命随意契約により締結し、システムの運

用に支障がないことを確認したうえで、平成

１９年４月から新システムを稼動させてい

る。 

しかし、運用開始直後からシステムに不具

合が生じたため、平成１９年度、特命により、

追加開発作業委託（合計契約金額：１億３，

９４７万余円）を行っている。さらに、各病

院から６０件を超える改善要望があり、これ

らについても今後、追加開発の検討を行わざ

るを得ない状態にある。 

ところで、それらの追加開発の内容は、旧シ

ステムに備わっていた機能であり、平成１８

年に行った事業者との仕様調整で盛り込み、

動作検証を十分に行っていれば、平成１８年

度の構築委託で開発できたものであり、当初

開発費用を上回る費用を要して、追加開発を

実施していることは適切でない。  

指摘後、新たに締結

した契約（「東京都病

院事業財務会計シス

テムクライアント環

境 変 更 対 応 作 業委

託」）においては、受

託者との間で仕様を

確定させるため打合

せを実施するととも

に、確実な運用確認の

ため、受託者と試験実

施の視点を調整し、動

作検証における仕様

調整の結果として、試

験内容を文書で提出

させた。 

試験結果について

は、予め定めた試験項

目に沿って試験を実

施していることを成

果物で確認し、動作検

証を十分に行った。 

同委託による改修

内容は、平成２１年２

月１日から適用し、正

常に稼動している。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 

産業労働局 

 

契約方法

を見直すな

ど適正に事

務を行うべ

きもの 

島しょ農林水産総合センター（以下「セン

ター」という。）は、大島事業所等とセンタ

ーとをつなぐネットワークシステム（以下「シ

ステム」という。）の運用に係る保守等につ

いて、Ｌ（以下「保守業者」という。）と特

命随意契約を締結している。 

センターは、その理由を、①保守業者は、

センター及び事業所において設定構築を行っ

た業者であり、システムの内容を把握してい

る、②システムのＯＳ（オペレーティングシ

ステム）は、大手の業者を除くと、扱えるス

キルを持った技術者を有する業者が格段と少

ない、ことをあげている。 

しかし、①保守業者は、システムの設定構

築を行っておらず、平成１８年度に特命で保

守業務を受託していたシステム開発業者から

再委託を受けた業者である、②当該ＯＳは、

一定の市場を有する一般的なものである、こ

とから、保守業者以外でも対応が可能である。 

 

 

平成２１年度の契

約締結に向けて、指名

競争入札を実施した。

この結果、平成１９年

度契約と比較して１

２３万余円の経済効

果が生じた。 

中央卸売市

場 

業務委託

契約に係る

仕様書の作

成を適正に

行うべきも

の 

管理部では、「豊島市場外３か所の警備及び

世田谷市場防災センター管理委託（その２）」

契約をＭと締結している。 

ところで、財務局経理部長通知では、契約

書に添付する内訳書等には、人数及び一人当

たりの単価を表示しないこととされているに

もかかわらず、契約書類で所要人数を指定し

ている。 

 

 

平成２１年度の委

託契約の仕様書では、

所要人数を指定しな

いこととした。 

建設局 

 

スポーツ

施設予約セ

ンターの特

命随意契約

の見直しを

行うべきも

の 

公園緑地部は、スポーツ施設予約センター

における予約管理、抽選、利用案内等の業務

を、財団法人東京都公園協会と特命随意契約

により締結している。部は、特命理由として、

①高い機密性及び公平性の確保、②「都市公

園法」、「都立公園条例」等関連法規の熟知、

③都立公園の指定管理者であり、公園管理業

務に精通していること、をあげている。 

しかし、①については、当該契約の仕様書で、

個人情報の保護や機密管理について規定して

いる、②及び③については業務マニュアルに

より他の業者でも業務の履行ができる、こと

から契約の見直しを行うべきである。  

 

 

平成２１年度から

指名競争入札によっ

て委託業者を選定し

た。この結果、平成１

９年度契約と比較し

て１，６４５万余円の

経済効果が生じた。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 

建設局 

 

地盤情報

システムに

係る契約事

務手続きを

適切に行う

べきもの 

土木技術センターは、「地盤情報システムの

システム及びデータ維持委託」をＮと特命随

意契約により締結している。 

しかし、本契約の仕様書について見たとこ

ろ、継続的に特命随意契約を締結しているこ

とから、具体的な作業量が明確になっていな

い。このため、作業量に見合った積算金額と

なっているかが検証できない。 

平成２１年度契約

より作業量を仕様書

に記載するとともに、

作業量に見合った金

額を算定し、適切な契

約事務手続きをする

こととした。 

建設局 単価契約

工事により

実施する工

事等の範囲

を定めるべ

きもの 

単価契約工事は、工事金額が割高なものと

なっていることから、指示に当たっては内容

を精査し、対象とすべきであるかを慎重に判

断する必要がある。 

 しかし、当該工事の対象となる範囲を具体

的に定めていないため、測量調査、交通量調

査など単価契約工事に該当しないものを実施

しており適切ではない。 

 

平成２０年４月に

道路維持関係（単価契

約）実施要領を改定

し、即時性かつ小規模

性のある工事・委託の

みを実施するとし、新

たに策定した「道路維

持関係（単価契約）運

用の手引き」におい

て、単価契約工事によ

り実施する工事範囲

を具体的に定めた。 

また、その内容につ

いて、平成２０年９月

に各事務所等へ周知

した。 

消防庁 業務処理

委託の契約

手続を適切

に行うべき

もの 

総務部は、「電子計算機の業務処理（オペレ

ーション）委託契約」をＯと特命随意契約に

より締結している。 
ところで、仕様書を見たところ、委託内容

は、月次又は日次の定例的な帳票出力、随時

の帳票出力及び年次のデータファイル切り替

え等となっており、他の業者においても行え

る業務であるため、本契約を特命により契約

することは適切でない。 

平成２１年度の電

子計算機の業務処理

（オペレーション）委

託契約については、競

争入札による契約と

した。 

会計管理局 ごみ収集

袋の用品指

定について 

局では、用品の指定品目の見直しを検討す

る等のため、利用者に毎年１回アンケートを

実施している。平成１９年のアンケートによ

れば、ごみ収集袋４５ℓの厚さを現行の０．０

２２ｍｍから０．０２ｍｍにしても支障がな

いという意見が９割以上にのぼったが、用品

指定を現状の０．０２２ｍｍのままとしてい

る。 

しかし、①０．０２ｍｍのごみ収集袋に変

更することによって、４割程度の経費削減効

果が見込まれること、②大口利用者とする学

校の中でも０．０２ｍｍで支障がないという

意見があることから、０．０２ｍｍのごみ収

集袋を試行的に供給するなどし、使用上の支

障の有無を検証されたい。 

平成２０年９月に

ごみ収集袋のサンプ

ル調査を実施したと

ころ、４５ℓごみ収集

袋の厚さが０.０２ｍ

ｍでも支障はないと、

過半数から回答を得

られたので、平成２１

年３月契約分から、当

該収集袋の規格を厚

さ０．０２ｍｍに変更

した。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 

交通局 業務委託

契約のあり

方について

見直すべき

もの 

自動車部は、「自動車営業所電気設備保安業

務委託」契約をＰと特命随意契約により締結

している。その特命理由として、①各自動車

営業所等の電気設備内容や運用状況に精通し

ており、施設の経年劣化に伴う各設備の効率

的な修繕・更新計画を助言できること、②緊

急時等における対応について、連絡体制、安

全体制等が組織的に整備されていること、な

どをあげている。 

 しかし、本業務は、電気主任技術者の資格

を有する者であれば履行できるものであり、

Ｐを特命する特段の理由は認められない。 

 

平成２１年度「自動

車営業所電気設備保

安業務委託」について

は、競争入札により締

結した。 

交通局 軌道モー

ターカーの

分解整備及

び定期点検

に係る契約

方法を見直

すべきもの 

車両電気部では、部及びその管轄する各電気

管理所において、軌道モーターカーの分解整備

及び定期点検に係る契約を締結しているが、そ

の契約形態について見たところ、指名競争入

札、随意契約及び特命随意契約により契約が締

結されていることが認められた。 

しかし、軌道モーターカーの分解整備及び定

期点検に係る業務内容は、それぞれ同一である

ことから、部及び各電気管理所が特命随意契約

とする特段の理由は認められない。 

事務連絡にて、当該

契約について、①本局

で処理する案件は指

名競争に、②事業所長

が処理する案件は、可

能な限り２者以上の

者から見積書を徴す

るよう、車両電気部管

理課長から各課長及

び各事業所長に通知

し、関係職員に対し周

知徹底した。 

その結果、平成２０

年度中の契約におい

て、本局で３件指名競

争入札に、また、事業

所長が処理した案件

３件は、２者以上の者

から見積書を徴した。

 

交通局 契約方法

及び積算を

適切に行う

べきもの 

電車部は、地下鉄駅構内壁面等特別清掃業

務委託を特命随意契約によりＱと単価契約し

ているが、契約内容について見たところ、次

のとおり、不適切な点が見受けられた。 

① 壁面等清掃する面積は起案時に確定して

おり、予定価格の総額を定めることができる

ことから、総価契約とすべきである。 

② 実績と比較して積算額が、３４１万２，

６００円過大なものとなっている。 

③ 積算基準にはない材料費について、人件

費の３０％相当の額で別途加算している。 

この結果、積算額が約１，０１７万円過大

なものとなっている。 

 

平成２１年度の契

約より、総価契約に改

めた。また、積算に当

たり、実績を踏まえて

算出を行うこととし、

かつ、別途加算してい

た材料費の加算は行

わないこととした。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
交通局 業務委託

契約におけ

る清掃範囲

を明確にす

べきもの 

電車部は、地下鉄駅構内壁面等特別清掃委

託及び地下鉄駅施設の清掃等業務委託をＲと

特命随意契約により締結している。 

ところで、関係書類を見たところ、清掃範

囲が明確にされていなかった。 

清掃範囲は、業務の指示・監督をする根拠

となるものであり、履行確認を行う際の判断

基準となるものであることから、明確となっ

ていないことは適切でない。 

地下鉄駅構内壁面

等の清掃対象面積に

ついて、改良工事等に

よる面積の変動を反

映した図面の作成と、

これに基づいた対象

面積の算出を平成２

１年３月に完了した。

交通局 備品の管

理を適正に

行うよう指

導すべきも

の 

各部及び事業所における備品の管理状況に

ついて見たところ、次のとおり、適正でない

点が認められた。 

① 局会計事務規程により、作成すべきとさ

れている備品整理簿、備品管理票及び備品登

録請求伝票及び備品抹消請求伝票兼不用品廃

棄処分報告書を作成していない。 

② 「経理事務の手引」によれば、備品管理

票と現品との照合を年１回以上行うこととし

ているが、長年にわたり、十分に現品との照

合が実施されていない。 

このため、現品と固定資産台帳記載内容と

の間に相違が生じている。 

局業務監察におい

て、会計課職員が備品

の管理を適正に行う

よう指導し、事業所の

物品管理事務につい

ての意識及び実務能

力の向上を図った。 

また、各部・所にお

ける現品と備品管理

票及び固定資産台帳

との照合作業を、平成

２１年３月末日まで

に完了した。 

下水道局 職員住宅

における駐

車場の管理

を適切に行

うべきもの 

職員住宅敷地内に設置されている駐車場の

使用を希望する入居者は、申し込み手続きを

行い、使用承認後、使用料を支払うこととさ

れている。 

しかし、入居者が駐車場を使用しているに

もかかわらず、使用申請をしなかったため、

平成１９年度において、２台分の使用料が２

年近く未納となり、遡って未納金額（合計７

７万９，０００円）を徴収している事例が認

められた。 

部は、駐車場の適正使用を図るため、駐車

場台帳の整備や使用状況の調査方法について

定めるなど、職員住宅における駐車場の管理

を適切に行われたい。 

平成２０年６月に

東京都下水道局職員

住宅内駐車場設置要

綱を改正し、同年８月

に駐車場台帳を整備

した。 

さらに、同年１０月

に「職員住宅敷地内に

おける駐車場管理の

徹底について」で定期

的な使用状況調査に

ついて定め、調査を実

施した。 

教育庁 同種の業

務委託につ

いて積算基

準を作成す

べきもの 

東部学校経営支援センター、中部学校経営

支援センター及び西部学校経営支援センター

が行っている業務委託契約の予定価格の積算

について見たところ、特段の理由がないにも

かかわらず、同種の業務内容について、単価、

単位時間及び諸経費率が相違している状況が

認められた。 

  

 

都立学校教育部及

び学校経営センター

は、都立学校における

同種の業務委託につ

いて、①仕様の統一、

②単価の共通化、③積

算方法の共通化など

を行い、全都立学校に

周知し、平成２１年度

準備契約から適用し

た。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 

教育庁 自動販売

機の設置に

伴う使用許

可に係る取

扱いを適正

に行うべき

もの 

東京都教育財産管理規則によれば、教育財

産は、公用又は公共用、施設利用者の利便施

設設置などのために使用する場合は、その用

途又は目的を妨げない限度において使用を許

可することができる。また、教育財産を使用

するものに対しては、必要な経費（以下「光

熱水費」という。）を負担させなければなら

ないとしている。 

 ところが、庁は、都立学校における自動販

売機の設置について、通知等によりその取扱

を定め、①ＰＴＡ、又はこれに準ずる団体（以

下「ＰＴＡ等」という。）、②ＰＴＡ等以外

の者で、ＰＴＡ等の設置する自動販売機に物

品を納入している実績がある者に限り、使用

許可を行っている。また、光熱水費について

は、庁が定めた計算方法に基づき減額して徴

収している。 

しかし、許可対象を限定していること及び

光熱水費を減額することについて、特段の理

由は認められない。 

自動販売機の設置

について、許可対象の

限定及び光熱水費の

減額の取扱いについ

ては、東京都教育財産

管理規則に準じた内

容に見直しを行い、平

成２１年１月に、都立

学校に対して通知し

た。 
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〔平成１９年度決算審査（各会計歳入歳出）〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
財務局  公有財産

について 

＜土地＞ 

土地１，２０４．８１㎡（都市整備用地）

が過大に登載されている。 

平成２０年１２月

に、公有財産増減異動

通知書により、会計管

理者に通知した。 

都市整備局  会計処理

について 

（款）諸収入（項）延滞金及加算金（目）

延滞金（生活再建資金にかかる延滞金）の収

入済額が１万円記載漏れ、（款）諸収入（項）

貸付金元利収入（目）都市整備費貸付金元利

収入（生活再建資金）の収入済額が１万円過

大に記載されている。 

 (款)諸支出金(項)

諸費(目)過誤納還付

金から１万円支出し、

(款)諸収入(項)延滞

金及加算金(目)延滞

金（生活再建資金にか

かる延滞金）へ充当す

るという処理を行い、

訂正した。 

環境局 

 

公有財産

について 

＜建物＞ 

建物 ６.２９㎡（秩父多摩甲斐国立公園大

塚山便所）が過大に登載されている。 

平成２０年１２月

に「公有財産増減異動

通知書（平成２０年度

上半期分）」により、

会計管理局長に通知

した。 

福祉保健局 

 

公有財産

について 

＜建物＞ 

建物９８７.０９㎡(自立支援センター墨田

寮)が過大に登載されている。 

平成２０年１２月

に、除却払の処理を行

い、会計管理局長へ公

有財産増減異動を通

知した。 

建設局 

 

公有財産

について 

＜物権＞ 

・ 地上権３３．５７㎡（街路整備事業用地）

が過大に登載されている。 

・ 地役権３３．５７㎡（街路整備事業用地）

が登載漏れとなっている。 

平成２０年１０月

に、公有財産増減異動

通知書により会計管

理局長に通知した。 
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〔平成１９年行政監査（指定管理者制度による公の施設の管理について）〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
都市整備局 

 

都営住宅

等の管理業

務の対象を

精査すると

ともに、こ

れを明確に

すべきもの 

局は、管理業務の対象施設を、都営住宅等

及び共同施設として、対象施設一覧により示

しているが、次のような問題点が認められた。 

① 庁舎跡地や独立した住宅跡地など、公の

施設に該当しないものについても、管理業務

の対象としている。 

② 住宅及び駐車場の管理面積、建物の規模

等が記載されておらず、管理業務の対象が明

確になっていない。   

① 独立した住宅跡

地の取り扱いについ

ては、平成２１年度か

ら、業務委託により管

理するよう委託契約

を締結した。 

② 指定管理者との

協定に、管理対象団地

の棟数、構造及び管理

戸数等、駐車場の種別

の記載を追加した。 

 

 

都市整備局 

 

 都営住宅

等の利用者

満足度の把

握・検証を

適切に行う

べきもの 

局は、居住者等の利用者満足度を把握する

ため、東京都住宅供給公社が実施しているア

ンケートを利用することとしたものの、窓口

センター利用者アンケートのみを利用し、居

住者アンケートは、管理業務以外の項目が混

在していることや回答数が少ないとして利用

していない。 

そのため、居住者アンケートに含まれてい

る管理業務については、利用者満足度が検証

できない状況となっている。 

 

 

巡回管理人の定期

訪問対象世帯数を基

に、一般的な統計処理

方法により、必要なサ

ンプル数を設定した。

都市整備局 都営住宅

使用料等の

調定を適切

に行うべき

もの 

局は、東京都住宅供給公社からの報告に基

づいて、毎月、都営住宅使用料の調定を行っ

ているが、調定収入変更額について、妥当か

否かを検証せずに、報告された金額をそのま

ま使用料等として調定をしていることが認め

られた。 

平成２１年１月の

特例調定より、調定額

の変更のあったもの

について、変更事由ご

とのデータ抽出をシ

ステム業者に依頼し、

このデータに基づき

検証を実施した。 

 

 

都市整備局 都営住宅

等の管理対

象施設にお

ける財産の

管理を適切

に行うべき

もの 

局が基本協定により、指定管理者に管理さ

せている財産のうち、公有財産に該当するも

のは、公有財産台帳に記載すべきであるが、

基本協定の財産と公有財産台帳を突合したと

ころ、相違している事例が認められた。 

 

 

 

実態を調査し、財産

台帳に登録されてい

ないものは、すべて登

録した。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 

福祉保健局 社会福祉

施設等の管

理対象施設

における財

産の管理を

適切に行う

べきもの 

局が基本協定により、指定管理者に管理させ

ている財産のうち、公有財産に該当するもの

は、公有財産台帳に記載されるべきであるが、

基本協定の財産と公有財産台帳を突合したと

ころ、相違している事例が認められた。 

登録が漏れていた

財産については、状況

を確認のうえ、登録し

た。 

また、基本協定と財

産システムの相違に

ついても確認をし、基

本協定で管理してい

る財産の情報を修正

した。 

 

福祉保健局 社会福祉

施設等の管

理対象施設

における物

品の管理を

適切に行う

べきもの 

局が、基本協定により、指定管理者に管理

させている物品は、備品として登録されるべ

きであるが、次のような問題点が認められた。 

① 局は、指定管理者に、年度末現在の重要

物品（１００万円以上の備品）の状況を報告

させているが、報告と備品登録データを照合

していない。 

② 局が所管する物品については、財務会計

システムのデータファイルに記録して整理し

なければならないが、各施設の物品の管理に

ついて見たところ、不適切な事例が認められ

た。 

また、東部療育センターにおいては、１０

０万円未満の物品について、財務会計システ

ムによらない管理を行っているが、これは、

平成１７年度の東部療育センター開設に伴う

購入物品についてのみ認められたものであ

り、平成１８年度以降については、原則どお

り、財務会計システムによる管理が必要であ

る。 

 

物品の現状を確認

し、一覧表の修正及び

財務会計システムへ

の登録、削除処理を実

施した。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
建設局 駐車場の

管理業務の

内容を精査

すべきもの 

 局は、財団法人東京都道路整備保全公社が

管理運営する八重洲駐車場外４施設において

は、飲料類自動販売機の占用許可を行い、管

理業務の範囲から除外する一方、Ｓ、Ｔが管

理運営する中野駐車場及び三田駐車場におい

ては、管理業務の範囲内で飲料類自動販売機

を設置させている。 

 ところで、当該駐車場における利便施設の

設置状況・管理運営について見たところ、次

のような問題点が認められた。 

① 局は、駐車場利用料金を指定管理者の収

入とする利用料金制とし、収入額から管理運

営経費額を減じた額を都に納入するとしてい

るが、中野駐車場及び三田駐車場の自動販売

機については、取扱いが協定書で規定されて

いないため、収支が納入金額の算定に反映さ

れておらず、管理業務内容の精査が十分に行

なわれていない。 

② 利便施設の管理運営を公の施設として指

定管理者に行わせるべきか否かは、その設置

目的等から判断すべきであるが、公社が従前

から管理している施設と新たに会社が指定管

理者となった施設とで、その取扱いが異なっ

ていることは、納付金額の算定条件に差が生

じることから、公平性に欠けるものとなって

いる。 

駐車場施設内の飲

料類自動販売機につ

いては、統一的に管理

業務の範囲外として

取り扱うこととし、各

指定管理者との調整

を進めた。 

三田駐車場につい

ては、平成２０年度か

ら行政財産の使用許

可とし、使用料を徴収

した。 

中野駐車場につい

ては、中野区との調整

の結果、都営駐車場を

廃止して、区に引き渡

した。このため、中野

駐車場が廃止される

平成２１年３月３１

日をもって自動販売

機は撤去した。 

港湾局 海上公園

等の管理対

象施設の財

産の管理を

適切に行う

べきもの 

局が基本協定により、指定管理者に管理さ

せている財産のうち、公有財産に該当するも

のは公有財産台帳に記載されるべきである

が、基本協定に記載されている財産と公有財

産台帳とを突合したところ、相違している事

例が認められた。 

指摘の２０件のう

ち、１件については、

平成２０年１月に撤

去済みのため、台帳作

成は不要となり、他の

１９件については、台

帳の整備を行った。 
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〔平成１９年行政監査（公共交通機関の整備・運営について）〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
都市整備局 

（東京臨海

高速鉄道株

式会社） 

窓口現金

引継簿の活

用について 

会社では、窓口締切時の現金有り高が窓口

締切直前の引継時の現金有り高よりも減少し

ているが、その原因が明らかでない事例が見

受けられた。 

窓口で収受した不足運賃は売上データとし

て自動的に入力されないことから、できる限

りその適正性を担保するため、現金有り高を

記録する窓口引継簿を利用する必要がある。

各時間毎の窓口現

金の有り高が一目で

わかるよう、「窓口現

金引継簿」の様式を改

善した。 

また、２時間毎に２

名で現金の有り高を

確認することとし、業

務研修で上記の趣旨

を駅助役及び駅務係

員に周知徹底した。 

港湾局 

（株式会社

ゆりかもめ） 

 

締切作業

の手順につ

いて 

ゆりかもめの各駅では、毎日の運賃収入を

回収し、その金額や発売額を確定する作業（以

下「締切作業」と言う。）を行っているが、

自動券売機・自動精算機の締切状況をみたと

ころ、平成１９年１０月の締切実施回数１７

５回のうち、７７回で過不足金が発生するな

ど、締切作業の精度に問題が発生している。 

ゆりかもめは、過不足金発生率の高さを認

識し、締切作業の手順を見直す必要がある。 

締切作業における

過不足金発生率につ

いて、継続的に日々の

確認等の徹底を図っ

た結果、監査時の４

４％から１年後の平

成２０年１０月に８．

７％となり、平成２１

年１月においては、

１．５％までに減少し

た。 
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〔平成１９年財政援助団体等監査〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
生活文化ス

ポーツ局 

（財団法人

東京都歴史

文化財団） 

ワンダー

サイト事業

の棚卸資産

に係る会計

処理を適正

に行うべき

もの 

財団は、ワンダーサイト展覧会のカタログ

等複数の商品を作成し、商品払出の際、一部

の商品については広告宣伝費、他の商品につ

いては商品費（売上原価）として処理してい

る。また、棚卸において不足していた商品の

原価を全て広告宣伝費として処理している。 

しかし、商品の払い出しについては、贈呈、

販売、減耗等といった原因に応じ、広告宣伝

費、売上原価、棚卸減耗費等の科目を用いて

経理すべきである。 

 

 

 

財団は、平成２０年

度から商品ごとの在

庫管理表を作成し、払

出の原因に応じた科

目による経理を行う

とともに、毎月末に棚

卸を実施するなど、適

切に会計処理を行っ

ている。 

福祉保健局 

 

 補助金交

付に係る検

証等を適切

に行うべき

もの 

局は、院内保育施設を運営する医療法人等

に対し補助金を交付している。 

この補助金交付状況等について見たとこ

ろ、次のとおり適切でない事例が認められた。 

① 保育日誌の記入に当たり、補助金の算定

基準に係る事項の記載方法、内容等を要綱等

で明記していない。 

② 病院に対して、委託業者からの報告内容

の検証を行わせずに、補助金の実績報告を提

出させている。 

③ 病院に対して、委託業者から提出された

実績報告の根拠となる書類の管理を指導して

いない。 

 このため、実績報告内容の正確性が確認で

きず、交付された補助金の妥当性が検証でき

ない。 

 

 

 

平成２０年度要綱

改正し、様式に「出勤

簿及び保育日誌等照

合済み」欄を設け、事

務担当者への事務の

適正処理の徹底を図

った。 

また、交付申請書提

出前に説明会を開催、

あわせてマニュアル

等を配布し、周知徹底

を図った。 

福祉保健局 補助事業

者に対する

指導を適切

に行うべき

もの 

局は、都知事の認可を受けた保育所及び東

京都認証保育所事業実施要綱に規定する認証

保育所を設置する事業者に対して、１施設当

たり６０万円を限度として運営費を補助して

いる。 

この補助金の交付状況等について見たとこ

ろ、事業者の決算書等において、補助金の収

入及び支出状況が明確でないために、補助金

が事業目的に従って、適正に使用されている

かどうかが確認できない状況となっている。 

 

 

平成２０年度の補

助金交付要綱の制定

に当たり、実績報告書

や予算書抄本、決算書

抄本に取組別の欄を

新設し、交付対象事業

となる取組ごとに人

件費・事業費・事務費

欄を設けた。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 

病院経営本

部 

（財団法人

東京都保健

医療公社） 

 

医事業務

等委託の契

約方法を競

争契約に見

直すべきも

の 

大久保病院、多摩北部医療センター及び荏

原病院における業務委託契約について見たと

ころ、公社に移管される以前から特定の業者

と長年にわたり特命随意契約を継続してお

り、契約の公正性、経済性の観点から不適切

な状況が認められた。 

 公社は、平成１７年財政援助団体等監査に

おいても同様の指摘をされており、公社が、

特命随意契約について統一的な指導を十分に

行っていないことは適切でない。 

指摘を受けた１３

契約のうち、各病院の

医事業務委託及び大

久保病院の物流委託

を除いた９契約につ

いては、平成２０年度

契約から、残りの４契

約についても平成２

１年度から、競争によ

る契約方法に改めた。

その結果、指摘当時

と比較し、１，７９５

万余円の経済効果が

生じた。 

下水道局 

（東京都下

水道サービ

ス株式会社） 

 

余剰資金

の有利な運

用について

検討すべき

もの 

会社は事業で必要な運転資金を普通預金

（無利息型）や流動性が比較的高い投資信託

（以下「ＭＭＦ」という。）等で管理している

が、その残高状況を見たところ、普通預金と

ＭＭＦの合計額が、８億円を超えており、利

率の低い資金に余剰が生じている。 

余剰資金については、より有利な資金運用

をすることが望まれる。 

 

平成２０年７月に

東京都下水道サービ

ス株式会社資金管理

要綱を策定し、資金管

理計画を定め、資金運

用を行った。 
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〔平成１９年各会計定例監査〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
都市整備局 

 

躯体の健

全性に基づ

きスーパー

リフォーム

事業の対象

団地を定め

るべきもの 

局は、都営住宅を対象として、７０年間利

用できるようスーパーリフォーム事業を実施

しているが、居住者の安全確保や住宅の有効

活用のためには、まず、躯体の健全性を検証

し、躯体が将来にわたって利用できる場合に

スーパーリフォーム事業の対象とし、健全で

ない場合には、優先的に建て替える対象とす

るべきである。 

しかし、局は、各団地建物の健全性を把握

することなく、スーパーリフォーム事業の対

象を定めており適切でない。 

局は、耐震改修促進計画に基づく耐震診断

を速やかに実施し、躯体の健全性を十分に判

断したうえでスーパーリフォーム事業の対象

とされたい。 

   

 

耐震改修促進計画

に基づき、都営住宅の

耐震診断を実施し、平

成２０年度のスーパ

ーリフォーム事業団

地選定に当っては、耐

震診断の結果等を選

定会議に付議し、躯体

の健全性を検証した。

都市整備局 

 

 退去者滞

納債権の徴

収事務を適

切に行うべ

きもの 

局は、住宅使用料等の滞納債権（以下「退

去者滞納債権」という。）について、指定管

理者に徴収事務を行わせているが、指定管理

者が徴収できなかった退去者滞納債権のう

ち、１５０件を主税局に依頼して徴収及び財

産調査を行ってきた。 

しかし、主税局における徴収事務は平成１

８年度で終了したことから、平成１９年度以

降は、局において財産調査等を行い法的措置

をとるかどうかを判断しなければならない

が、それを行っていない。 

 

 

退去者滞納のうち

法的措置を行う案件

について、選定方針を

定め、法的措置を行う

態勢を整え、対象案件

を２７件抽出し、支払

督促など法的措置を

行った。 

都市整備局 契約違約

金に係る滞

納債権の徴

収事務を適

切に行うべ

きもの 

東部住宅建設事務所及び西部住宅建設事務

所は、工事請負者が工事請負不能届を提出し

たため、契約を解除し契約違約金を調定して

いるが、収入未済となっている。 

督促状の送付、文書・電話・訪問等による

催告を行っても納付の見込みが立たない場合

には、財産調査を行い、支払督促及び差押え

等の法的措置または徴収停止の意思決定を行

うことが必要であるが、所は、それら必要な

手続を行っていない。 

 

 

 

収入未済となって

いる４件について、代

表者の所在確認や財

産調査を実施したと

ころ、徴収困難である

ため、徴収停止等とし

た。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 

福祉保健局 診療報酬

の請求等を

適切に行う

べきもの 

医療政策部（以下「部」という。）は東京都

リハビリテーション病院（以下「病院」とい

う。）の管理運営を、指定管理者である社団法

人東京都医師会に行わせている。 

ところで、診療報酬の請求事務等について

見たところ、次のとおり適切でない事例が認

められた。 

① 平成１８年４月の診療報酬改定の際、指

定期限までに、所定の届出を提出しなかった

ため、４月から６月までの診療報酬請求がで

きず、診療報酬額が減収となった。また、減

収額の全額を正確に把握していない。 

② 病院は、診療報酬改定に伴う届出が完了

したものと誤認したため、社会保険診療報酬

支払基金等（以下「基金等」という。）から支

払いを受けたことにより、基金等に対して、

診療報酬額を返還する必要が生じた。また、

患者に対しても加算金を付加して還付する事

務が生じた。 

 しかし、部は、病院から返還額や還付金の

報告は受けているものの、金額を正確に把握

していない。 

また、基金及び患者への返還、還付につい

て記録管理を行っていないため、支払状況、

進捗状況が確認できない。 

返還額及び還付額

並びに減収額につい

ては、新・旧の診療報

酬明細書と診療報酬

請求修正管理一覧表

とを１件別に検証し、

妥当であると把握し

た。 

基金等への返還状

況は、平成２０年７月

までに全保険者から

診療報酬明細書が返

戻され、同年８月まで

に再請求の処理を終

了し、 還付金等につ

いては、対象者全員に

還付した。 

また、病院からの毎

月の診療報酬の収入

報告の際に、調定情報

に係る関連資料を添

付させ、これにより、

部が適切な未収金管

理等の状況把握を行

っていく。  

病院経営本

部 

（豊島病院） 

特定保険

医療材料費

の請求を適

切に行うべ

きもの 

医科診療報酬点数表よれば、手術に当たっ

て保険医療材料（以下「特定保険医療材料」

という。）を使用した場合の手術の費用は、当

該手術の所定点数に加えて、使用した特定保

険医療材料の所定点数を請求することとされ

ているが、豊島病院における特定保険医療材

料を使用した手術等に係る診療報酬の請求に

ついて見たところ、請求もれ等の不適切な事

務処理が認められた。 

平成１９年３月、同

年１１月、及び平成２

０年１２月に再請求

を行った。 

病院経営本

部 

（サービス

推進部） 

特定保険

医療材料費

の請求を適

切に行うべ

きもの 

医科診療報酬点数表によれば、手術に当た

って保険医療材料（以下「特定保険医療材料」

という。）を使用した場合の手術の費用は、当

該手術の所定点数に加え、使用した特定保険

医療材料の所定点数を請求することとされて

いる。 

ところで、病院における特定保険医療材料

を使用した手術等に係る診療報酬の請求につ

いて見たところ、請求もれ等の不適切な事務

処理が認められた。 

この特定保険医療材料については、前回監

査（平成１８年）においても同様の指摘をし

ていることから、サービス推進部は実効性の

ある再発防止策を検討されたい。 

本部では、平成２０

年１０月に実施した

自己検査の結果を踏

まえて、同年１１月及

び１２月開催の医事

専門副参事会で再発

防止策をとりまとめ

た。 

その後、平成２１年

３月に各病院担当者

に対して、再発防止策

等に関する説明会を

開催し周知を図った。
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 

中央卸売市

場 

仮設建築

物の使用に

係る事務手

続を適正に

行うべきも

の 

管理部は、平成２年３月に、築地市場内青

果物卸売場２階部分に仮設事務所を設置し、

「新市場建設室仮設事務所の賃借」契約をＵ

と締結している。 

ところで、この仮設事務所は、建築基準法

に定める仮設建築物に該当し、部は区の許可

を受けることとなっているが、設置時に許可

申請を行っておらず、現在に至るまでこのよ

うな状態のまま使用している。 

新市場建設課の事

務室は、平成２０年１

２月に築地市場青果

部本館３階へ移転し

た。 

仮設事務所の賃借

については、平成２１

年１月末に契約を満

了しており、仮設建築

物も撤去済である。 
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〔平成１８年度決算審査（公営企業各会計）〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
病院経営本

部 

 

 不納欠損

処分に係る

事務処理等

を適切に行

うべきもの 

本部では、診療費の未収金について、督促

から３年が経過した場合などに不納欠損処分

を行っているが、広尾病院、墨東病院及び駒

込病院の不納欠損処分について見たところ、

時効が完成していないにもかかわらず、不納

欠損処分を行っている不適切な事例が認めら

れた。 

また、現状では、不納欠損処分に当たり債

務者の状況を調査するなどの規定はないが、

経済状態の改善など状況が変化している可能

性もあることから、不納欠損処分を行う場合

には、債務者の状況について再調査を行われ

たい。   

 

不適切な不能欠損

処分については、平成

１９年度に過年度損

益修正を行い、未収金

として計上した。また

本部では、３病院の困

難な事案（６９人分・

２１７件）について、

臨戸等の再調査を実

施した。 

港湾局 暫定駐車

場用地貸付

地の減額措

置を早急に

見直すべき

もの 

局は、平成１４年３月に「臨海地域開発財

政基盤強化プラン」を作成し、土地の売却、

長期貸付、暫定貸付などを行い、その収入に

よって都債償還時期を大幅に早めるとしてい

る。 

ところで、月極駐車場として貸付けている

土地について見たところ、局は、財団法人東

京港埠頭公社に５０％減額して土地を貸付け

ている。収入確保を図らなければならない状

況にある局が、貸付料金を５０％減額してい

ることは適切でない。 

 

暫定駐車場用地貸

付の減額措置につい

ては、平成２０年度分

から廃止した。 

下水道局 環境負荷

の軽減や経

済性に一層

留意すべき

もの 

局は、電力の供給を、これまでＶから受け

てきているが、電気事業法の改正により、新

たに電気事業に参入した事業者（特定規模電

気事業者、以下「ＰＰＳ」という。）からの電

気の購入が可能となった。 

その結果、複数のＰＰＳと交渉を行うこと

により、より安価な電力の供給を受けること

が期待できることとなった。 

局は、電力受給のあり方について、これま

でも調査・検討を行ってきているところであ

るが、上記のような電力自由化に伴う状況を

踏まえ、環境負荷の軽減や経済性に一層留意

されたい。 

毎年度、電気事業者

の実績等について調

査を実施し、エネルギ

ー事情や社会情勢な

どから総合的に検討

して電気事業者を選

定することとし、平成

２１年２月に関係部

署に通知した。  
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〔平成１８年行政監査（病院における収入管理について）〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
病院経営本

部 

 

 レセプト

の精度管理

を適切に行

わせるべき

もの 

病院は、レセプトの記載内容が適切である

かを調査することを主な内容とする精度管理

を受託者に行わせているが、その報告内容を

見たところ、次のとおり、不適切な状況が認

められた。 

① レセプトを単独で検査している場合等、

検査方法が適切さを欠く 

② 検査件数の設定について、設定根拠を示

していない 

③ 検査の結果として誤りを発見した案件を

問題状況として報告しているのみで、問題点、

具体的な発生予防対策を報告していない 

④ 前年度に行った精度管理の結果、改善さ

れているのか、依然として同様の誤りを犯し

ているのかについて報告がない。 

また、病院は、受託者が精度管理調査の結

果、どのような対策を行い、請求漏れを予防

できる態勢を整えたかについて確認を行って

いない。 

各病院の受託者は、

適切な精度管理調査

を実施し、精度管理報

告書を病院に提出し

ている。 

各病院は、その報告

書に示された請求も

れ等の問題点に対し、

発生予防策を実施さ

せるため、改善状況確

認表を作成し進行管

理を行っている。 

病院経営本

部 

出力帳票

の内容を病

院が適切に

評価できる

態勢を整え

るべきもの 

病院は、医事会計システムの多種多様な出

力帳票について、その内容がどのようなデー

タを元に作成されているかを把握できず、ま

た、一部出力帳票のデータ誤りの原因が長期

間判明しないなどの問題が生じている。 

これは、本部が、システム導入後、帳票の

データの確認に必要な帳票設計書等の資料を

病院に備えず、あるいは、これを把握できる

ような態勢を整えていないためである。 

平成２１年２月に

各病院に医事会計シ

ステムの帳票仕様書

を配布した。また、平

成２１年３月に局の

業務掲示版に帳票仕

様書を掲載し、各病院

で適切な評価を行え

る態勢を整えた。 
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〔平成１８年行政監査（都の土地及び建物の管理について）〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
建設局 

 

 土地の貸

付契約を適

正に行うべ

きもの 

昭和５０年に定められた特別区事務事業移

管等措置要綱（都区協議会）によれば、昭和

５０年４月１日付けで特別区に移管される事

務事業に供される公有財産については、原則

として都から当該特別区に無償譲渡するとさ

れ、当該公有財産の状況を勘案した上で、無

償貸付けの方法も考慮するとしている。 

ところで、建設局が所管する旧大六天
だいろくてん

排水

場の敷地について見たところ、移管当時、本

敷地は、堤防整備事業予定地であり、都有地

としておく必要があるため、無償貸付けの処

理を行ったが、平成元年４月１日以降、契約

更新手続が行われていないことが認められ

た。 

   

本件地を堤防整備

事業予定地として、都

有地にしておく必要

があるか精査した結

果、堤防整備事業の新

河川区域内に含まれ

ないことがわかった。

また、特別区事務事

業移管等措置要綱の

原則に基づき、特別区

に土地を無償譲渡す

ることが可能との財

務局の見解を得た。 

このため、平成２１

年３月３１日に、足立

区に無償譲渡する方

針を決定した。 

 

 

 

〔平成１８年各会計定例監査〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
福祉保健局 

（児童相談

センター） 

事務処理

マニュアル

を整えた上

で適正な徴

収事務を行

うべきもの 

 局における収入未済金の徴収事務について

見たところ、適正でない事務処理が多数見受

けられた。 

 局は、債権管理にかかる規定を定め、また、

標準的に行うべき徴収事務について事務処理

マニュアルを作成されたい。 

 

総務部作成の債権

管理事務処理要綱及

び滞納整理事務処理

マニュアルに基づき、

平成２１年２月に「児

童福祉施設等措置費

徴収金に係る滞納整

理事務処理マニュア

ル」を制定した。 

今後は、これに基づ

き、適正な徴収事務を

行なっていく。 

 

 

 

 



  - 66 -

〔平成１７年財政援助団体等監査〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
病院経営本

部 

（財団法人

東京都保健

医療公社） 

 

 

委託契約

を適切に行

うべきもの 

病院の委託契約を見たところ、次のとおり、

同一事業者と長期にわたって特命随意契約が

締結されており、契約の公正性、経済性の観

点から適切ではない。 

① 東部地域病院では、臨床検査業務委託契

約を、平成２年度の開院以来、同一事業者と

特命随意契約により継続して締結している。 

② 多摩南部地域病院では、医事業務委託、

外来病棟事務委託、収納事務委託の３契約を、

平成９年度に指名競争入札で決定した事業者

と平成１０年度以降継続して特命随意契約に

より締結している。また、この３契約の予定

価格の積算を見ると、前年度契約額の１％引

きとしており、積算の内訳が明らかとなって

いない。 

 

① 東部地域病院で

は、平成１９年１月か

ら臨床検査業務委託

(単価)を競争による

契約方法に改めた。 

② 多摩南部地域病

院では、外来病棟事務

委託及び収納業務委

託については平成２

０年度から、また、医

事業務委託について

は平成２１年度から、

競争による契約方法

に改めた。この結果、

平成１６年度契約と

比較して１，２８７万

余円の経済効果が生

じた。 

病院経営本

部 

（財団法人

東京都保健

医療公社） 

 

職員住宅

の借上戸数

について、

その必要性

を十分に検

討し借り上

げるべきも

の 

多摩南部地域病院では、病院敷地内に看護

職員等職員住宅６０室、医師職員用家族住宅

６室を設置しているが、職員住宅の入居状況

は、看護職員等職員住宅、医師職員用家族住

宅の合計で、平成１５年度１５室、平成１６

年度１９室が年間を通じて入居しておらず、

平成１７年度においても１３室が監査日（平

成１７．１０．２４）現在、空家となってい

る。 

 一方、病院は、院外に職員住宅を２７戸、

民間から借り上げており、この借上住宅への

入居戸数は、平成１５年度２４戸、平成１６

年度２２戸、平成１７年度１７戸であること

から、借上住宅の入居者の多くが、院内の職

員住宅に入居することが可能である。 

病院は、職員住宅の借上戸数について、そ

の必要性を十分に検討し借り上げを行われた

い。 

平成２０年９月か

ら公社事務局及び多

摩南部地域病院の職

員で構成する借上住

宅改善検討会で検討

を行ってきた結果、借

上住宅にかかる賃貸

借契約の全部解約を

行い、院内職員住宅の

有効活用を図ること

とした。 

平成２１年３月、全

部解約について覚書

を取り交わした。 
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